
　７月２１日、厚生労働省の社会保障審議会・医療保
険部会が再開。２０１０年１２月以来となる。厚労省は、
早ければ１２年の通常国会に社会保障改革関連法案を
提出する予定。このため年内に同部会でも社会保障
改革について集中審議し、意見を取りまとめたいと
している。
　７月２７日に開催された中医協総会においても、社
会保障・税の一体改革成案に盛り込まれた「受診時

定額負担」について、適宜、議論していく方向でま
とまった。
　政府の東日本大震災復興対策本部においては、７
月２９日に復興基本方針を決定。保健、医療、介護、
福祉などを一体的に提供する「地域包括ケア」体制
の整備に取り組むことや、平均在院日数の減少など
につながる地域医療提供体制の再構築を推進する方
向だ。復興特区制度も創設し、特区制度の活用を通
じて、福島県に医療産業を集積し、世界をリードす
る医薬品・医療機器などの研究開発、製造拠点とす
る方針を打ち出している。
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今月の主な動き

※太字は一般参加の行事、詳細は後掲３０～３３ページ
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※「ルームＡ、Ｂ、Ｃ」、「応接室」及び「アミス」は京都府保険医協会事務所内の会議室の名称です。

場　　所開始時間行　　　事

ハートピア京都午後２時『新たな福祉国家を展望する―社会保障基本法・社会保障憲章
の提言』出版記念シンポジウム１０月１５日土

みやづ歴史の館午後３時中級コース・接遇マナー研修会１１月２６日土

今
後
の
予
定

場　　所開始時間行　　　事
ルームＡ・Ｂ・Ｃ午後２時中級コース　接遇マナー研修会１日木
ルームＡ午後２時保険審査通信検討委員会２日金
ルームＡ・Ｂ・Ｃ午後３時第６４２回社会保険研究会「日常診療で認知症を診る」３日土
ルームＡ・Ｂ・Ｃ午前１０時３０分理事者・事務局学習会４日日

午後２時各部会６日火
ルームＡ・Ｂ・Ｃ午後２時定例理事会１３日火
ルームＣ午後２時医院・住宅新（改）築相談室

１４日水
ルームＡ午後２時病院経営対策セミナー
ルームＣ午後１時ファイナンシャル相談室

１５日木
ルームＡ午後２時新規個別指導・医療法立入検査講習会（保険講習会Ｂ）
ルームＢ午後２時雇用管理相談室
応接室午後２時法律相談室
応接室午後２時環境対策委員会

１６日金
ルームＢ午後２時手話サークル
アミス午後２時傷害疾病保険審査会２０日火
ルームＡ午後２時金融共済委員会

２１日水
ルームＡ午後７時医療事務担当者勉強会
ルームＡ午後３時３０分地区医師会長との懇談会２４日土
ルームＡ午後２時定例理事会２７日火
アミス午後２時経営相談室２８日水

9
月
の
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険
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会
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受診時定額負担の議論スタート／医療保険部
会が再開
　厚生労働省の社会保障審議会・医療保険部会が７
月２１日、再開した。２０１０年１２月以来の開催。厚労省
が「社会保障・税一体改革成案」の概略を説明し、
自由討論を行ったが、この日は全体的な議論にとど
まり、各論には至らなかった。受診時定額負担制度
や総合合算制度、次期診療報酬改定といった個別項
目の審議は９月以降に始まる。厚労省は、早ければ
１２年の通常国会に社会保障改革関連法案を提出する
予定。このため年内に同部会でも社会保障改革につ
いて集中審議し、意見を取りまとめたい考えだ。
　保険局総務課の武田俊彦課長は、社会保障改革成
案の基本的な考え方に「より公平・公正で自助・共助・
公助の最適なバランスによって支えられる社会保障
制度に改革をしていく」という文言が盛り込まれた
ことを指摘し、「重要な概念だ」と強調した。高額療
養費の負担軽減については、受診時定額負担など初
診・再診時に１００円の負担をお願いできれば財政中立
を保てると説明した。
　ただ、受診時定額負担については各委員から意見
が相次いだ。大谷貴子臨時委員（全国骨髄バンク推
進連絡協議会前会長）は「個人的には１００円負担して
も構わないが、患者団体が反発するのは目に見えて
いる。健康な人は負担せず、病気や怪我で弱者にな
っているときに負担するというのはどうか」と疑問
を呈した。
　鈴木邦彦臨時委員（日本医師会常任理事）も「高
額療養費は保険料などに求めるべき。定額負担が導
入されてしまえば水準引き上げが行われるのは明ら
かで、低所得者の受診抑制につながる」と懸念した。
　さらに、「給付範囲がはっきりしていない」と厚労
省にせまると、武田課長は「どのような制度が考え
られるかは、予備資料を整えた上で時間を取って議

論したい。ただ、医療全体を保険給付の対象とし、
負担率と定額負担を保険給付から控除する形を念頭
に置いている」と応じた。
　このほか、小林剛臨時委員（全国健康保険協会理
事長）は保険者の財政基盤強化の方針を具体策につ
なげるよう要望。高原晶臨時委員（諫早医師会長）
は、診療報酬上の加算を加味しても後発医薬品の使
用促進で医療費削減効果が出ているのか資料を提示
するよう求めた。
●新部会長に前中医協会長の遠藤氏
　医療保険部会の新部会長には、３月末まで中医協
会長を務めていた遠藤久夫・本委員（学習院大経済
学部教授）が就任した。本委員の互選で決まった。
部会長代理は岩村正彦臨時委員（東京大大学院法学
政治学研究科教授）。（７/２２MEDIFAXより）

受診時定額負担、中医協でも議論へ／各側委
員が一致
　中医協総会（会長＝森田朗・東京大教授）が７月
２７日開かれ、社会保障・税の一体改革成案に盛り込
まれた「受診時定額負担」について、中医協でも適
宜、議論していく方向でまとまった。
　社会保障・税の一体改革成案の位置付けについて
外口崇保険局長は「（閣議決定ではなく）閣議報告で
も重要なものと受け止めている。細川律夫厚生労働
相が、具体化に当たっては社会保障審議会や中医協
などで議論していくと明言しており、より良い成果
とするべく議論を進めていきたい」と述べた。
　「受診時定額負担」については、厚労省保険局総務
課の武田俊彦課長が、社保審・医療保険部会で議論
していく方針を明示した。これに対して支払い側の
白川修二委員（健保連専務理事）は「決定する組織
は別として、受診時の患者定額負担については、中
医協でも議論すべきだろう」と主張。診療側委員か
らも中医協でも議論すべきだとの意見が上がり、各
側で見解が一致。公益委員からも、中医協でも議論
を進めるのであれば、早急に取り組むべきとの意見
が出た。
　中医協を所管する厚労省保険局医療課の鈴木康裕
課長は「局内一心同体だが、受診者の定額負担の問
題は、医療費の配分にも関連する。適宜、報告・討
論をしてもらいたい」と述べ、中医協としても必要
に応じて議論していく方向を示した。
●外来受診者だけ負担「皆保険の根幹に関わる」／
安達委員

京都保険医新聞

第１４６号４

２０１１年（平成２３年）８月２5日　毎月５日・ 20日・ 25日発行 （昭和２６年３月５日第３種郵便物認可）　第２７９５号



　安達秀樹委員（京都府医師会副会長）は、武田総
務課長に対して「高額療養費の自己負担限度額を引
き下げる場合、受診時に１００円の定額負担にすること
で財政中立が成り立つと医療保険部会で発言したと
の報道は正しいか」と質問。武田課長は「受診時定
額負担は、給付の充実で１３００億円、初診・再診の患
者負担等の重点・効率化で１３００億円と公費での財源
中立は保てる提案になっている。医療保険制度全体
の給付率もおおむね変わらない形で改革を行っては
どうかという形になっている」と説明した。
　しかし、安達委員は「高額療養費の見直しによる
負担軽減の財源を、外来の初診・再診時の患者負担
だけで賄おうとする考え方の正当性はどこにあるの
か。外来受診者だけに負担を強いるのは国民皆保険
での共助とは言えない」と強く反発。武田課長は
「その点も含めて（医療保険部会で）議論を進めたい」
と述べた。安達委員は「受診者間の負担は国民皆保
険制度の概念を大きく突き崩すもので、財政中立と
いう技術的手法で乗り越えていくことは許されな
い」と反論し、国民皆保険の根幹に関わる問題と強
調した。（７/２８MEDIFAXより）

復興基本方針に「地域包括ケア整備」／復興
対策本部
　政府の東日本大震災復興対策本部は７月２９日、復
興基本方針を決めた。保健、医療、介護、福祉など
を一体的に提供する「地域包括ケア」体制の整備に
取り組むことや、平均在院日数の減少などにつなが
る地域医療提供体制の再構築を推進する。その際に、
民間が行う医療・介護機関と連携したサービス提供
も活用するとした。専門人材の確保や、医療と介護
の連携推進、診療情報の共有化などに取り組むこと
も盛り込まれている。
　復興特区制度も創設する。特区制度の活用を通じ
て、福島県に医療産業を集積し、世界をリードする

医薬品・医療機器などの研究開発、製造拠点とする
方針だ。
　復興期間は１０年間で、当初５年を集中期間に設定。
財源は１０年間で少なくとも２３兆円、当初５年で１９兆
円。２０１１年度第１次、２次補正予算で手当てした６
兆を除き、残り１３兆円を時限的な税制措置などで確
保する。復興庁の設置も明記した。
　今後はこの基本方針をもとに第３次補正予算案を
編成する。平野達男復興対策担当相は会見で「とに
かく早く３次補正を進めてほしい」と期待を示した。
（８/１MEDIFAXより）

Ｂ型肝炎救済財源で社会保障費削減せず／政
府、基本方針決定
　集団予防接種の注射器の使い回しを原因とするＢ
型肝炎訴訟をめぐり、政府は７月２９日の閣議で、被
害者救済の基本方針を決めた。すでに発症している
患者らに対して当面５年間に支払う８０００億円のう
ち、７０００億円を臨時増税で調達。残る１０００億円は厚
生労働省所管の基金剰余金や遊休資産の売却で確保
し、社会保障費の削減は行わない方針だ。
●厚労省予算から１０００億円、雇用関連基金が候補に
　細川律夫厚生労働相は閣議後の会見で「原因が集
団予防接種であることを踏まえ、国民全体で広く分
かち合う観点に立ち、費用を税負担によって行うこ
とをお願いする」と述べた。
　厚労省が捻出する１０００億円については「社会保障
費を削減して救済に回すことがあってはならないと
いう観点から工夫し、努力した」と説明。「社会保障
費は絶対に削減しないということでいいか」との質
問に対し、「私の考えはそういう考えだ」と述べ、社
会保障費を削減して被害者救済に充てることはない
と強調した。財務省関係者によると、自公政権時代
の雇用創出事業で造成した基金が候補に挙がってお
り、社会保障費の削減は想定していないという。
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【７月】◆市橋被告に無期懲役を求刑/市川の英女性殺害（１２日）◆玄海原発・やらせメールで賛否逆転（１３日）◆再生エネ法案が審議入
り・衆院（１４日）◆首相、脱原発表明は「個人の考え」（１５日）◆サッカー・なでしこジャパン、PK戦制しＷ杯初優勝（１７日）◆セシウム
汚染牛流通、焼き肉店に打撃（１８日）◆福島産牛肉の出荷制限を指示（１９日）◆石川遼、無免許運転で書類送検（２１日）◆ノルウェーで連
続テロ、爆弾と乱射（２３日）◆鉄道脱線事故、死者多数/中国（２４日）◆中国、脱線事故事故車両を埋める（２５日）◆汚染牛肉の買い上げ
を発表、政府（２６日）◆SF作家・小松左京さん死去（２７日）◆B型肝炎救済、増税を閣議決定（２９日）
【８月】◆過去最高線量１０Svの放射線検出/福島第一原発（１日）◆なでしこジャパン、国民栄誉賞授与正式発表（２日）◆原子力損害
賠償支援機構法が成立（３日）◆経産省次官ら３首脳を更迭（４日）◆事故避難者支援２法が成立/福島第一原発（５日）◆G７が緊急電
話会議、米欧財政不安で協調（７日）◆京都・五山の送り火、岩手の松使用中止で市に非難殺到（８日）

（２０１１年７月１２日～８月８日） 



　政府は、未提訴者も含めて当面５年間に必要とな
る救済費用は１兆１０００億円と試算。このうち、未発
症の「無症候性キャリア」に支払う３０００億円分の財
源は検討を先送りした。増税の具体的な税目は今後、
政府の税制調査会で議論する。
　基本方針で示した救済の枠組みによると、救済対
象者は１９４８－８８年に集団予防接種の注射器の使い回
しで満７歳になるまでにＢ型肝炎ウイルスに感染し
た人などで、裁判所が認定。発症者（死亡含む）に
１２５０－３６００万円、感染２０年以上の無症候性キャリア
に５０万円（感染２０年未満は６００万円）、発症から２０年
以上たった慢性Ｂ型肝炎患者には１５０－３００万円を支
払う。
　請求期間は５年間だが、請求状況により請求期間
や財源措置を延長できるよう、施行５年後の見直し
規定を設けた。確保した財源は、社会保険診療報酬
支払基金に新たに設置する基金に繰り入れ、給付事
務も同基金で行う。
　訴訟では６月２８日、原告と国が基本合意書に調印。
政府は今後、基本方針を踏まえ、財源確保策を含む
関連法案を策定する。細川厚労相は「被害者への給
付に万全を期すことができるよう、所用の法案の成
立に向けて全力を尽くす」と述べた。
（８/１MEDIFAXより）

規制改革、ライフイノベ１３テーマを承認／行
政刷新会議
　政府・行政刷新会議（議長＝菅直人首相）は７月
２１日、２０１０年秋から検討してきた規制・制度改革の
積み残し分のうち、３月の規制仕分けのテーマも含
めて、各府省と合意に至った５６テーマについて改革
方針を承認した。ライフイノベーション分野では、
地域医療計画の基準病床等の見直し、救急救命士の
ニーズの把握など１３テーマを盛り込んだ。一方、医
療保険のリハビリテーション日数制限の見直しなど
７テーマについては、改革方針の承認を見送った。
７月２２日、政府は新たに了承した改革方針について、
閣議決定した。
　行政刷新会議「規制・制度改革に関する分科会」
は、１０年１０月から第２弾の規制・制度改革の議論を
進め、１月に中間取りまとめを発表した。政府は３
月下旬に改革方針を閣議決定する予定だったが、東
日本大震災の発生により、各府省と合意に至ってい
たテーマに絞って４月上旬に閣議決定した。６月に
各府省との協議が再開し、残るテーマについて調整

が進んでいた。
　７月２１日の会議終了後に会見した蓮舫首相補佐官
（行政刷新担当）によると、出席者からはスピード感
のある改革や、震災の復旧・復興を優先的に考えた
改革を求める声が上がったという。蓮舫首相補佐官
は承認を見送ったテーマについて「今回で終わるの
ではなく、引き続き検討の対象にしていきたい」と
述べた。また、復興に向けた今後の規制・制度改革
については、枝野幸男行政刷新担当相（官房長官）
が判断する事案とした上で「避けては通れないので
はないか」と述べた。
●地域医療計画、条件付きで増床を認める方向
　ライフイノベーション分野で今回承認された改革
方針を見ると、全体的には、１月の中間取りまとめ
時点よりも厚生労働省の意向が反映された内容にな
っている。
　地域医療計画の基準病床等の見直しでは、都道府
県が地域医療計画について主体的判断が発揮できる
よう１１年度中に弾力的な運用を検討する方向性を示
している。２次医療圏内の市町村長の同意を得て病
床数を削減できた場合、病床数過剰な他の２次医療
圏での増床を認めることも検討する。
　中間取りまとめで「救急救命士の職域拡大」と記
されていたテーマは、「救急救命士のニーズの把握」
に変わった。救急救命士の就職先に関する情報を志
願者に周知するよう養成所に求めるとともに、医療
機関の採用希望の有無を調査する方針で、１２年度に
対応する予定だ。
　高額療養費制度の見直しについては、外来診療の
現物給付を１２年度から実施する方針を明記した。患
者のさらなる負担軽減については、社会保障・税一
体改革成案を踏まえて１１年度中に検討する。
（７/２５MEDIFAXより）

社会保障改革は喫緊の課題／１１年度年次経済
財政報告
　内閣府は７月２２日、２０１１年度の「年次経済財政報
告（経済財政白書）」を発表した。「社会保障費の増
加に見合う安定的な歳入項目がない」「高齢関係支出
の効率化が必要」など、財政と社会保障の現状・課
題を盛り込んでいる。政府のバランスシートも公表。
０９年度末の政府資産は約９８６兆円、負債総額は約１２３１
兆円と債務超過の状態にあり、財政赤字削減による
国債発行残高の抑制や、年金制度をはじめとする社
会保障改革を「喫緊の課題」と位置付けた。
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●「高齢者１人当たり支出の効率化努力を」
　報告書は「大震災後の日本経済」「新たな『開国』
とイノベーション」「人的資本とイノベーション」の
３本柱で構成。財政と社会保障は、「大震災後の日本
経済」の中に記載している。「社会保障支出が増加し
ている国は複数あるが、同時に歳出規模も拡大して
いるのは日本だけ」で、社会保障支出の抑制と経済
成長率の向上が極めて重要と指摘。高齢人口比率の
上昇が続く中、特に高齢者１人当たりの支出を効率
化する努力が求められると明記した。
　消費税率引き上げを盛り込んだ「社会保障・税一
体改革」の政府・与党案策定を受け、日本、ドイツ、
英国における過去の税率引き上げ時の消費動向も分
析した。日本とドイツでは、引き上げ前後の駆け込
み需要と反動減が明確だが、英国では明確ではない
と指摘したほか、「１９８９年の日本や９８年のドイツのよ
うに、消費の基調が強い場合は、個人消費が増税に
より必ずしも停滞するわけではない」ともしており、
税率引き上げ後の消費動向は、国や時期によってま
ちまちだと結論付けている。
●社会保障、雇用拡大に寄与も労働生産性低い
　産業としての社会保障の成長促進効果にも言及し
た。日本の医療・福祉産業の経済成長率は、２０００年
代平均で年５％前後と高い数字を示しているが、労
働生産性は同平均で１％に満たない上昇率で、産業
平均を下回ると指摘。医療・福祉産業の高い成長率
は、就業者の増加や就業時間の長さによるもので「社
会保障産業は雇用拡大には寄与しているが、持続的
な成長産業となるには生産性向上に取り組むことが
重要」とまとめている。
　関連産業では、医薬品産業の労働生産性が急速に
伸びる一方、医療機器・精密光学機器の伸び率は全
産業平均より低いと示した。医療機器などの生産性
上昇率が高いドイツを、医療・福祉産業が持続的な
経済成長をもたらす国の例として挙げている。
（７/２５MEDIFAXより）

改正障害者基本法が成立／８月５日に施行
　障害者が可能な限り身近な場所で医療・介護を受
けられるよう行政に求めた障害者基本法改正案につ
いて、政府は８月２日、改正障害者基本法の公布を
閣議決定した。８月５日に公布し、一部を除いて施
行する。
　改正法は７月２９日、参院本会議で全会一致で可決、
成立した。衆院も６月１６日の本会議で全会一致で可

決している。これまで基本法は障害者について、身
体障害者、知的障害者、精神障害者と定めていたが、
改正法では「その他の心身の機能の障害」を持つ人々
を加え、発達障害を精神障害に含めることを明記し
た。
　改正法は、障害者が可能な限り身近な場所で医療、
介護、リハビリテーションを受けられるよう国・地
方自治体が必要な施策を手掛け、障害者の人権を十
分に尊重すると定めた。障害者施策も担当していた
蓮舫行政刷新担当相（当時）は６月１５日の衆院厚生
労働委員会で「可能な限り、障害者が自らの意思に
反して施設や病院での生活を強いられることなく、
地域社会で生活するために身近な場所で医療、介護
を受けられるようにするとの観点から規定を設け
た」と述べていた。
●難病による心身機能障害も基本法の「障害」
　改正法で「その他の心身の機能の障害」を持つ人々
を障害者に含めたことについて、村木厚子内閣府政
策統括官は衆院厚労委で「基本法における障害には
あらゆる心身の機能の障害が含まれる。これは幅広
いものであることを明確化するためにこのような規
定にした」と説明。「その他の心身の機能の障害」に
は、難病による心身の機能障害なども含まれるとの
認識を示した。（８/３MEDIFAXより）

歯科口腔保健推進法が成立
　歯科疾患の予防や早期治療を促進する歯科口腔保
健推進法案は８月２日、衆院本会議で全会一致で可
決、成立した。（８/３MEDIFAXより）

総合特区法、８月１日に施行／政令・内閣府
令も同時に
　政府は７月２６日、総合特別区域法を８月１日に施
行すると定めた政令を閣議決定した。総合特区の課
税特例対象事業について大まかな分野を記した政令
（施行令）も閣議決定し、細かな事業内容を定めた内
閣府令（施行規則）とともに、７月２９日に公布し、
８月１日に施行する。（７/２７MEDIFAXより）

改正予防接種法が成立／新臨時接種を創設へ
　弱毒性の新型インフルエンザへの対応として、新
たな臨時接種の創設を盛り込んだ予防接種法など関
連法の改正案が７月１５日、参院本会議で全会一致で
可決、成立した。これまでの臨時接種は対象者に接
種を受ける努力義務を課し、接種に関する自己負担
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を求めなかったが、新臨時接種では努力義務を課さ
ず、低所得者を除いて自己負担を求めることが可能
になる。行政はこれまでの臨時接種と同様に、対象
者に接種を勧奨する。接種による健康被害が起きた
場合、被害救済の給付額は、定期接種と任意接種の
中間の水準となる。給付額などについては、９月に
施行予定の政令で定める。
　改正案は２０１０年４月の参院本会議で与党などの賛
成多数で可決したが、衆院で継続審議となった経緯
がある。７月８日、年号を修正した改正案が衆院本
会議で可決。法案成立には同一会期内の両院の可決
が必要なため、改正案は再び参院に送られた。自民
党は１０年は改正案に反対したが、今回は賛成に回っ
た。（７/１９MEDIFAXより）

改正予防接種法、７月２２日に施行／被害救済
は９月の政令で
　政府は７月１９日、弱毒性の新型インフルエンザ対
応として新たな臨時接種を創設する予防接種法など
関連法の改正法を閣議決定した。改正法は一部を除
き７月２２日に公布、施行される。接種による健康被
害救済の給付額などは、９月に施行予定の政令で定
める。（７/２０MEDIFAXより）

「消費税１０％」あらためて明記／自民が中長期
の政策方針
　自民党の「国家戦略本部」（本部長＝谷垣禎一総裁）
は７月２０日、中長期政策の基本方針となる報告書を
発表した。社会保障では、２０１０年夏の参院選公約で
掲げた「消費税率１０％」をあらためて明記。使途は
全額、社会保障に充てるとしている。
　報告書では、消費税を含む税制抜本改革について、
０９年度の税制改正法付則第１０４条に従い１１年度中に
必要な法制上の措置を行うとし、「特に、消費税の税
率は当面１０％とし、使途は社会保障に全額充てるこ
ととする」と明記した。
　社会保障政策では「過度な公助への依存は自助の
努力を削ぐことになるだけでなく、過大な財政負担
を必要とすることを考えれば、高齢化の進展の中だ
からこそ、自助努力を促す仕組みが不可欠」と指摘。
「自助を尊重し、共助、公助でそれを補うというバラ
ンスのとれた、かつ現物給付を中心とした社会保障
を実現していく」との方向性を示した。
（７/２１MEDIFAXより）

小児医療提供機能が外れる／ＤＰＣ分科会、
医療機関群設定で
　中医協のＤＰＣ評価分科会（分科会長＝小山信彌・
東邦大医療センター大森病院心臓血管外科部長）は
７月６日、基礎係数の医療機関群設定に向けて議論
を進めた。すでに大学病院本院は１つのグループに
することが決まっており、それ以外の医療機関群候
補として▽医師研修機能▽小児医療提供機能▽他病
棟との連携機能─の３群を優先的に検討した。厚生
労働省は具体的な分析結果と論点を提示。小児医療
提供機能については１つのグループにするのは不適
切とし、分科会も了承した。
　厚労省がＤＰＣ算定病床数全体に占める小児入院
医療管理料１－３の比率を試算したところ、小児医
療を専門的に提供している医療機関は６病院しかな
いことが分かった。それ以外の医療機関では、成人
を想定した医療提供体制の中に小児医療提供体制を
組み込んでいる状況が浮かび上がった。このため小
児医療提供機能は医療機関群の設定から外れた。厚
労省は同分科会で、小児入院医療管理料の評価の在
り方を別途検討する方針。
　医師研修機能に着目した医療機関群の設定につい
ては、厚労省が「卒後５年間の医師研修を研修機能
の評価指標としてはどうか」「大学病院ではなくても
同程度の研修機能を持つ医療機関が想定される。何
らかの配慮をすべきではないか」などの論点を提示
した。これに対して小山分科会長らが「医師派遣機
能を見れば大学病院に近いかどうかを評価できるの
ではないか」と指摘した。
　また、医師研修機能については、基幹型病院でも
勤務する医師数の多様性は大きく、臨床研修指定病
院の指定だけで評価するのが難しいことから、厚労
省はＤＰＣ算定病床１床当たりの医師数（医師密度）
を試算。医師密度が高い施設で１日当たりの平均点
数が高くなる傾向が見られた。
　このため美原盤委員（脳血管研究所付属美原記念
病院長）は「同じ診断群分類にもかかわらず、なぜ
医師密度が高い病院は点数が高くなるのか」と問題
提起。厚労省保険局医療課の迫井正深企画官は「同
じ診断群分類でも重症度は全く同じではない」と応
じた。医師研修機能や、医師密度と点数の関係は引
き続き議論する。
　他病棟との連携機能については、厚労省が▽亜急
性期病床▽回復期病床▽療養病床─のいずれかを併
設している病院と、併設がない病院に分けて検証し
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たところ、ケアミックス病院の中で亜急性期病棟の
１日当たり平均点数が低い傾向があった。このため
亜急性期入院医療管理料を中心に、今後の在り方を
検討することにした。（７/７MEDIFAXより）

医療機関群「医師密度の高い病院」など３分
類／ＤＰＣ分科会
　中医協のＤＰＣ評価分科会（分科会長＝小山信彌・
東邦大医療センター大森病院心臓血管外科部長）は
８月１日、次期診療報酬改定でＤＰＣ／ＰＤＰＳの
制度設計のカギとなる基礎係数について医療機関群
設定の基本的方針を固めた。これまでの議論で了承
された「大学病院本院群」に加え、この日の議論で「大
学病院本院以外の医師密度の高い病院群」「その他」
の３群に機能類系する提案をまとめた。今後の中医
協総会に提案する予定だ。
　「大学病院本院以外の医師密度の高い病院群」の評
価指標について厚生労働省は、医師密度・診療密度
が「大学病院本院相当」であるほか、「一定の機能・
実績を有する」ことを要件として求めたいとしてる。
具体的には▽一定以上の医師研修の実績▽一定以上
の高度な医療技術の実施▽一定以上の重症患者に対
する診療の実施―を掲げ、今後、具体的な基準につ
いて検討を進めたいとしている。ただ、今後の議論
次第では、「大学病院本院群」「大学病院本院以外の
医師密度の高い病院群」を１つの医療機関群として
まとめる可能性もあるとしている。
●医師密度・診療密度・手術難易度に相関
　医療機関群の評価指標である医師密度（ＤＰＣ算
定病床１床当たりの医師数）については、これまで
の議論で、医師密度が高いほど診療密度（１日当た
り包括範囲出来高点数）が高いことが分かっている。
この日の分科会で厚労省は▽医師密度が高い施設ほ
ど「外保連手術試案」の手術難易度が高い術式を行
っている▽手術難易度が高い術式を行っている施設
ほど診療密度が高い─ことなどを報告した。
　議論では三上裕司委員（日本医師会常任理事）が
「手術難易度と医師密度に相関性があるのは理解で
きたが、（だからと言って）診療密度が高い施設をグ
ルーピングするのはいいのか」と疑義を投げ掛けた。
医師密度を高めるには一定の医師数の確保が求めら
れることから、酒巻哲夫委員（群馬大医療情報部教
授）は「免許取得５年後以上の医師の争奪戦になる
ことがないよう配慮すべきだ」と指摘した。他の委
員からも医師密度が前提になることを懸念する意見

などが出た。
　こうした意見に対して厚労省保険局医療課の迫井
正深企画官は、この日の事務局提案について「前回
の議論で出た医師の配置だけで評価するのはおかし
いとする意見なども真摯に受け止めた上での提案」
と位置付け、「この議論は、基礎係数について施設ご
との個別設定は行わず、グルーピングするという認
識から始まっている。（係数化すべきとの意見もある
が）これまでの検討から、基本的な診療特性を全て
係数化することは難しいという結論が得られてお
り、医師の配置に加えて研修機能や高度医療の実施
など複数の実績を要件として提示した」と説明した。
小山分科会長は、医療機関群を３分類とすることに
ついて中医協総会に提案し、了承が得られれば、さ
らに、議論を深めることを提案する、としてこの日
の議論を取りまとめた。（８/２MEDIFAXより）

高額薬剤の判定基準「８４パーセンタイル」に
／ＤＰＣ分科会
　中医協のＤＰＣ評価分科会は８月１日、高額薬剤
の今後の対応についての具体案を提示した。新規承
認・効能追加となった高額薬剤は現行ルールでは、
「平均＋１ＳＤルール」を満たす薬剤を使用した患者
を次期診療報酬改定までの間、出来高算定としてい
るが、判定基準の緩和・見直しを図るため、標準偏
差による基準判定から「パーセンタイル」の判定基
準に変更することを了承した。「平均＋１ＳＤ」は
８４.１３パーセンタイルに相当することから「８４パーセ
ンタイル」を基準にする。厚生労働省は、この変更
で多くの事例で事実上、基準緩和になると説明して
いる。
　さらに、適応症単位で該当するＤＰＣを全て一括
集計して判定している現行方式については、該当す
る個別ＤＰＣが一定の範囲で特定できる場合には、
個別ＤＰＣ単位で判定する案などを示した。
　このほか、高額薬剤を使用するＤＰＣの平均在院
日数の延びを回避するための方策については今後提
案するほか、高額な検査への対応などについても、
次期診療報酬改定に向け検討を進めるとした。
（８/２MEDIFAXより）

診療側委員が医療の現状説明／中医協総会
　中医協の診療側委員は７月１３日の総会に、日本の
医療の現状をまとめた「わが国の医療についての基
本資料」を連名で提出し、説明した。各側委員の間
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で医療を取り巻く現状について共通認識を形成し、
建設的な議論に役立てるのが目的。医療費や医療提
供体制に関する統計情報のほか、歯科医療や病院薬
剤師の現状なども盛り込んだ。
　診療側委員が提出した資料では、日本の１人当た
り総医療費はＯＥＣＤ平均を下回る状況にあると指
摘。一方で日本の医療は「ＯＥＣＤ Health Data 
２００９」に基づく国際評価で１位を獲得するなど、高
い評価を受けている。患者負担率が主要先進諸国よ
り高い現状については「個人や家庭の経済的負担が
大きくなっている」と説明。税や保険料負担につい
ては「低く、引き上げの余地がある」とした。
　診療側の説明を受け白川修二委員（健保連専務理
事）は、基本資料には中医協でも議論すべきものと、
社会保障審議会などで議論すべきものが混在してい
るとの見方を示し「中医協マターについては、議題
の中で個別に議論を深めていきたい」とした。税や
社会保険料などを含む「国民負担率」の在り方につ
いては「低負担で高い給付を受けることが一番望ま
しいが、そんなことはあり得ない。高負担で高福祉
というやり方なのか、最終的には日本人がどう考え
るかに帰着する」と指摘。「中医協で議論することも
必要だろうが、もっと国民的な議論を呼び掛けたい」
と述べた。
　これを受け嘉山孝正委員（国立がん研究センター
理事長）は「中医協で全てのデータを議論するつも
りはない。こういう情報も頭に入れて中医協で議論
しなければ、国民目線の良い結論は出せないだろう
ということで出させてもらった」と説明した。
　診療側委員は５月１８日の中医協総会に基本資料を
提出したが、東日本大震災で医療経済実態調査の実
施の是非をめぐる議論が紛糾したため、説明する時
間が無くなった。６月２２日の総会でも、時間が足り
ず議論を見送っていた。
　資料は５月１８日付で、診療側委員全員と、坂本す
が前専門委員（日本看護協会長）、北村善明専門委員
（日本放射線技師会理事）の連名。
（７/１４MEDIFAXより）

「収支の改善傾向」に異論相次ぐ／慢性期分科
会で報告書案
　中医協・慢性期入院医療の包括評価調査分科会（分
科会長＝池上直己・慶應大医学部教授）は７月２９日、
最終報告書の取りまとめ作業を行った。厚生労働省
は、前回会合で示した「たたき台」に対する意見を

反映して「報告書案」を出したが、中医協総会への
提言内容や、病院収支動向の記載について修正を求
める発言が相次ぎ、最終報告書を確定するまでには
至らなかった。今後、池上分科会長と厚労省で報告
書を修文し、各委員の了承を取り付けた上で最終版
を確定させる。中医協総会には８月下旬か９月上旬
頃に報告し、内容を審議する予定。
　報告書には「中医協総会への提言」を盛り込む。
今後高齢化が進展し、急性期入院医療のみならず慢
性期入院医療の重要性が増すと予想される中で、中
医協総会でもさまざまな調査結果を踏まえながら慢
性期入院医療の充実を図るよう希望する─という内
容。さらに、分科会の総意として「慢性期入院医療
の実態を把握するため、一定期間後に横断調査を再
度実施すべき」「病院に負担をかけず医療の質を検証
するためにも、電子レセプトを使って詳細な分析が
行えるようにしてほしい」といった内容も盛り込む
ことにした。
　医療療養病床を持つ病院の収支状況を見た「コス
ト調査」の記載については意見が相次ぎ、報告書案
を書き直すことにした。前回改定で看護配置２５対１
の療養病棟入院基本料の点数が引き下げられたにも
かかわらず、この日の分科会に提示されたコスト調
査の概要では、２００９年６月から１０年６月にかけて病
院１施設当たりの平均収支が改善していた。コスト
調査の客体数が少なく、収支が改善した理由は明ら
かになっていない。このため委員からは「病院の経
営状況は何とか一息ついたレベル。非常に改善した
わけではない」（武久洋三委員＝博愛記念病院理事
長）、「経営状況は悪くないと言われかねない」（三上
裕司委員＝日本医師会常任理事）などといった指摘
が相次いだ。
　このほかにも報告書には、認知症患者の検証など
を盛り込んだ。「特に周辺症状（ＢＰＳＤ）がある患
者は専門的なケアが必要なため、評価すべきという
意見があった」「医療療養病棟におけるＢＰＳＤを含
む認知症患者の実態把握方法や評価の在り方につい
ては引き続き検討すべきという意見があった」など
と記載した。（８/１MEDIFAXより）

精神疾患追加、「５疾病５事業」了承／厚労省・
医療部会
　厚生労働省の社会保障審議会・医療部会（部会長
＝齋藤英彦・国立病院機構名古屋医療センター名誉
院長）は７月６日、医療計画で定める「４疾病５事
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業」について新たに精神疾患を加えた「５疾病５事
業」とする方針でまとまった。今後、省令改正に向
けた手続きに入る。
　２００８年の患者調査によると、精神疾患の患者数は
３２３万人に上り、医療計画に記載すべき４疾病（がん、
脳卒中、急性心筋梗塞、糖尿病）のいずれの患者数
より多い。０９年人口動態統計がまとめた精神疾患の
死亡者数は１.１万人。さらに、自殺による死亡数３.１万
人は糖尿病で死亡した１.４万人を大きくしのぐ。医療
部会ではこうした現状を踏まえ、４疾病５事業へ精
神疾患を追加する方向性で議論を重ねてきた。
　議論では、出席した委員から「追加に賛成。精神
疾患は社会全体で見守らなければならない。保険者
集団としても一生懸命に取り組みたい」（高智英太郎
委員＝健保連理事）、「他の４疾病よりも地域連携が
必要であり、追加するのが望ましい」（横倉義武委員
＝日本医師会副会長）などの意見が集まり、齋藤座
長が「精神疾患を加えることについては、まったく
異論がない」とまとめた。
　厚労省は１３年度から始まる次期医療計画について
「医療計画の見直し等に関する検討会」で議論を進め
ており、都道府県向けの作成指針を年内にまとめる
予定。医政局総務課は「５疾病５事業」とするため
の省令改正について「指針策定のスケジュールに合
うように対応したいが、担当課と検討したい。現段
階で官報に出す時期は決めていない」とした。４疾
病５事業のうち「疾病」の追加は省令で対応できる
ため法改正は必要ない。（７/７MEDIFAXより）

医師配置標準「４０対１問題」暗礁へ／医療部会
　７月２０日の社会保障審議会・医療部会は、医療法
の人員配置基準についても議論した。外来患者数に
基づく病院医師の配置標準「４０対１」の見直しにつ
いて山崎學委員（日本精神科病院協会長）は、見直
しを具体化させるため医療法施行規則１９条を検討す
る場の設置を求めたが、齋藤英彦部会長は「人員配
置標準を緩める方向にいくのではないか」と懸念を
示し、委員会の設置に対して厳しい姿勢を示した。
　４０対１問題は、２０１０年１２月２４日の医療部会で日本
医師会と四病院団体協議会が共同提案していた。山
崎会長は、配置基準４０対１問題に関連して「医療法
の人員配置標準が診療報酬の標欠問題に連動する現
行体系は疑問だ」と主張。入院基本料については配
置数が標準の７０％以下になって初めて減算されるの
に対し、精神療養病棟入院料など精神科関連の特定

入院料では配置標準を満たしていることが施設基準
となっているため、標欠では同入院料などが算定で
きないなど不合理な面があると問題提起した。
　山崎委員は「例えば、外来分離の形で門前クリニ
ックを開設し、外来患者をクリニックに集めるなど
苦肉の策を講じている事象もある」と訴えたが、齋
藤部会長は「門前クリニックをなくすことを考えれ
ばいいのではないか」とすげなく切り返すなど、医
療法の人員配置基準の見直しには応じられないとの
態度を崩さなかった。
　このやりとりに横倉義武委員（日医副会長）が、
今後の議論とするようとりなしたものの、４０対１問
題は一歩後退した格好となった。
　厚生労働省がこの日提示した資料によると、０９年
度の医師の配置標準に対する全国の適合率は
９０.０％。ブロック別に見ると最も高いのは近畿の
９５.５％で、関東の９４.４％、東海の９２.６％と続き、北海
道・東北は７７.８％と８０％を切っている。
（７/２１MEDIFAXより）

医政局指導課長に事務官の井上氏／厚労省、
課長級人事内示
　厚生労働省の７月２９日付予定の課長級人事で、こ
れまで医系技官の課長ポストとなっていた医政局指
導課長に事務官の井上誠一・日本年金機構事業企画
部長が就くことが分かった。医政局医事課長に同課
医師臨床研修推進室の田原克志室長が就くことで新
たに医系技官の課長ポストとなるため（７月２５日付
６１６４号で既報）、医政局内で医系技官の課長ポストの
数はこれまでと変わらない。
　医政局総務課長に国立病院課の池永敏康課長が就
任し、医事課長には、医系技官で医事課医師臨床研
修推進室の田原克志室長がスライド昇進する。
（７/２６MEDIFAXより）

「オール厚労省」で復興計画サポート／市町村
支援チーム発足
　厚生労働省は東日本大震災の被災地を市町村単位
で支援する「復興のための市町村支援チーム」を災
害対策本部の下に発足させ、７月から活動を開始し
た。計１４チームで、岩手、宮城、福島３県の３２市町
村を担当し、医療・介護などに関する復興作業を支
援する。各チームのトップは課長・室長級で、メン
バーは計３６人。被災地出身の職員が多く名を連ねて
おり、省内業務と併任して活動する。部局単位の視
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点ではなく「オール厚労省」として、市町村の復興
基本計画作りなどをサポートしていく。
　通常、市町村の要望は県庁を通じて厚労省など国
の機関に届くのが一般的だ。それも案件ごとの縦割
りになる。各市町村は今後、復興への基本計画を作
るが、政府の「東日本大震災復興構想会議」が提言
した医療、介護、福祉などが一体化した地域包括ケ
アの町づくりなどを市町村だけで構想するのは難し
い。
　こうした事情を踏まえ、支援チームでは市町村の
要望や照会事項を進行管理する。必要に応じ出張し
て状況を把握し、顔の見える関係を築きながら相談
やアドバイスに応じる。チーム員は部局横断で起用
し縦割りの弊害を排除した。（７/１９MEDIFAXより）

災害医療コーディネーター創設を了承／災害
医療検討会
　厚生労働省「災害医療等のあり方に関する検討会」
（座長＝大友康裕・東京医科歯科大救急災害医学分野
教授）は７月２７日、事務局が提案した専属事務要員
による「ロジスティックチーム（仮称）」創設や、保
健所単位での「災害医療コーディネーター（仮称）」創
設などについて大筋了承した。この日の議論を踏ま
え、日本ＤＭＡＴ活動要領や災害時の初期救急医療
体制に向けた通知の見直しなどを行う。
　事務局の医政局指導課は、被災地での▽ＤＭＡＴ
（災害派遣医療チーム）の医療活動▽中長期の医療提
供体制▽ドクターヘリ─について東日本大震災での
状況を説明した上で、制度見直しに向けた論点を示
した。
　ＤＭＡＴについては、災害急性期での対象患者は
重症者（トリアージ赤）にこだわらず、臨機応変に
活動できるようＤＭＡＴ研修内容や活動要領を見直
すことを提案。検討会で了承された。ＤＭＡＴの活
動時間はこれまで「出発から４８時間」を想定してき
たが、災害規模にかかわらず「現地での活動時間は
４８時間」を原則とする方向を示した。１次派遣のチ
ームが携行できる資器材は限られるためで、医療へ
のニーズが長く続く場合には２次隊の派遣で対応す
る考えだ。今回の震災を踏まえて、ＤＭＡＴが衛星
電話・衛星携帯などの複数の通信手段を持つことへ
の提案に対しても反対はなかった。
　ＤＭＡＴの活動支援についての提案では、厚労省
ＤＭＡＴ事務局とＤＭＡＴ都道府県調整本部に多く
の統括ＤＭＡＴ登録者（厚労省に登録する統括ＤＭ

ＡＴ研修終了者）やＤＭＡＴ隊員を派遣して調整機
能を強化することや、調整本部や活動拠点本部での
業務や病院支援・情報収集のために事務要員による
専属チーム「ロジスティックチーム（仮称）」を創設
することなどを了承した。
　また、災害時には保健所が、広域災害救急医療情
報システム「ＥＭＩＳ」未登録病院の情報を収集す
る役割を担うべきとの意見でも一致した。
　広域医療搬送の論点では、平時に患者搬送・患者
受け入れ計画を策定しておくことや、災害拠点病院
の敷地内にヘリポートを設置することなどを示し
た。反対意見はなかった。
●長期化する医療支援に対応
　今回の震災では中長期にわたる医療ニーズがあ
り、医療チームの派遣調整体制の必要性を問う声が
多かった。事務局はＤＭＡＴの活動を引き継ぐ移行
期（発災４８時間から約５日間）と中長期の医療提供
体制について、都道府県医師会や災害拠点病院、大
学病院、日赤、国立病院機構などからなる「災害医
療本部」を都道府県災害対策本部内に設置し、ＪＭ
ＡＴ（日本医師会災害医療チーム）など医療チーム
の調整役とすることを提案した。さらに、地域ニー
ズに合った医療チームを派遣するため、保健所管轄
区域に「災害医療コーディネーター（仮称）」やコー
ディネート機能を持つ組織を設置する考えも示し
た。派遣調整について検討会では保健所や郡市医師
会、医療機関などのチームで調整すべきとの意見が
出た。（７/２８MEDIFAXより）

３ワクチンの安全性「現時点で対応は不要」
／厚労省合同会合
　厚生労働省の「薬事・食品衛生審議会医薬品等安
全対策部会安全対策調査会」「新型インフルエンザ予
防接種後副反応検討会」「子宮頸がん等ワクチン予防
接種後副反応検討会」は７月１３日、合同で会合を開
き、子宮頸がん予防ワクチン、ヒブワクチン、小児
用肺炎球菌ワクチンの安全性について、新たな死亡
症例が報告されたものの、接種と死亡に直接的で明
確な因果関係は認められず「現時点で何らかの対応
を行う必要はない」との見解で一致した。
　子宮頸がん予防ワクチンは２００９年１２月から約１９０
万回が接種され、副反応報告は製造販売業者から１９３
人、医療機関から２１９人（うち重篤１４人）の報告があ
った。ヒブワクチンは０８年１２月から約３９９万回の接種
で、製造販売業者から９４人（同３人）、医療機関から
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１７３人（同２７人）、小児用肺炎球菌ワクチンは１０年２
月から約３０２万回の接種で製造販売業者から１１０人、
医療機関から２０５人（同２６人）の副反応報告があった。
　ヒブワクチン・小児用肺炎球菌ワクチンの同時接
種か、いずれか片方の接種後に死亡した報告は１０例
で、そのうち４月１日の接種再開後死亡例は１例だ
った。
　また、インフルエンザワクチンについては副反応
報告の状況などから「安全性に重大な懸念はない」
とする評価で一致した。副反応報告の集積を受けて
添付文書を改訂し、重大な副反応に「血管炎」と
「皮膚粘膜眼症候群」を追記し、その他の副反応に
「食欲減退」を加えることも了承した。
●間質性肺炎患者の死亡リスク「上昇させるとはい
えない」

　インフルエンザ（Ｈ１Ｎ１）２００９の流行に対する
新型インフルエンザワクチン接種事業では、基礎疾
患を持つ人の接種後死亡例がこれまでに１３３例報告
された。山縣然太朗参考人（山梨大大学院医学工学
総合研究部社会医学講座教授）は、疫学的手法で新
型ワクチン接種が呼吸器基礎疾患の症状悪化のリス
クファクターとなっているかどうかの研究を行い、
「呼吸器内科認定施設の特発性間質性肺炎患者診療
録に基づく研究およびＣＯＰＤ患者診療録に基づく
研究では、新型インフルエンザワクチンがその患者
の死亡リスクを上昇させているとはいえない」とす
る研究結果を報告した。（７/１４MEDIFAXより）

ＨＰＶワクチン、全対象者の初回接種再開／
厚労省、７月２０日から
　厚生労働省健康局結核感染症課は７月１４日付で各
都道府県担当部局に対し、子宮頸がん等ワクチン接
種緊急促進事業の子宮頸がん（ＨＰＶ）予防ワクチ
ンの接種について、中学３年生以下の全ての学年の
対象者への初回接種を７月２０日から再開できるとす
る事務連絡を発出した。
　ＨＰＶワクチンは供給量が不足したため、厚労省
は３月７日の事務連絡で当分の間、初回接種の差し
控えを要請。その後、供給量が確保できたことから
高校２年生、高校１年生と順次初回接種を再開して
いる。今回、ワクチン製造業者の報告から、さらな
る供給量が確保できたことから、中学３年生以下の
全ての学年で接種を再開することにした。
（７/１９MEDIFAXより）

ヒト幹細胞用いた治療法、初の保険併用へ／
高度医療評価会議
　厚生労働省の高度医療評価会議（座長＝猿田享男・
慶応大名誉教授）は７月１３日の会合で、名古屋大医
学部付属病院が申請した「軟骨無形成症等骨系統疾
患に伴う低身長症例および下肢長不等症例に対する
培養骨髄細胞移植の併用による骨延長術併用療法」
を、高度医療として適当であると認めた。先進医療
専門家会議で承認されれば「ヒト幹細胞を用いる臨
床研究に関する指針」に基づく保険併用の第１例目
となる。関係者は今後のヒト幹細胞研究を後押しす
る決定と期待しており、厚労省も薬事承認に向けた
積極的支援の意向を示した。
　同技術の審査で主担当を務めた北里大薬学部臨床
医学（臨床統計学・医薬開発学）の竹内正弘教授は「基
礎化学、技術、倫理の面で問題ない」と述べた。研
究計画書（プロトコル）についても「非常にクリア」
と評価した。
●再生医療の参考モデルに
　この日の会合では、ヒト幹細胞を用いた再生医療
の保険医療化を進めていく上で同技術が一つの参考
モデルになると指摘する声が多数上がった。厚労省
医政局研究開発振興課も「ＰＭＤＡが７月１日に新
設した薬事戦略相談なども活用しながら、実用化の
道を積極的に支援してまいりたい」と応じた。
　ヒト幹細胞を用いた治療法では、既に重症やけど
治療用の自家培養表皮が保険適用され、培養軟骨が
保険適用申請中。今回、名古屋大が申請した技術は、
厚労省が２００６年に策定した「ヒト幹細胞を用いる臨
床研究に関する指針」に基づく制度で、厚生科学審
議会・科学技術部会「ヒト幹細胞臨床研究に関する
審査委員会」の審査を通った第１例目だ。
●審査のシームレス化も検討
　一方、今後のヒト幹細胞を用いた治療法の実用化
に向けた審査の効率化について、委員から指摘があ
った。同技術の評価委員を務めた松山晃文技術委員
（先端医療振興財団先端医療センター研究所膵島肝
臓再生研究グループリーダー）は「シームレスな展
開を考えると（ヒト幹細胞臨床研究に関する審査委
員会と高度医療の）２回の審査で少なくとも半年か
１年止まってしまう」と話し検討を促した。医政局
研究開発振興課は、高度医療評価会議が申請書の信
頼性などをモニタリングする機能として重要な役割
を果たしているとした上で「どのような形が一番シ
ームレスにいくか検討したい」とした。本紙の取材
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に対しては「二重審査のようなことがないように、
調査項目の重複があるかどうかなども調べる」と説
明した。（７/１４MEDIFAXより）

医師会に産業保健の調整機能／在り方検討会
で厚労省提案
　厚生労働省の「産業保健への支援の在り方に関す
る検討会」（座長＝相澤好治・北里大副学長）は７月
１３日、地域の産業保健への支援事業を機能的に進め
る方策について協議し、産業保健推進センターなど
複数のセンターによる事業を調整するための機能を
新たに設ける方針で一致した。厚労省は、都道府県
医師会に事務局を設置する概要を次回の検討会にも
提示し、合意が得られた場合、モデル事業を実施す
る費用を２０１２年度予算の概算要求に盛り込む見通
し。
　この日の議論では産業保健推進センター、メンタ
ルヘルス対策支援センター、地域産業保健センター
による混交した事業を効果的に実施するため、何ら
かの形で調整する必要があるとの意見で一致した。
厚労省労働基準局の鈴木幸雄労働衛生課長は具体的
な調整の担い手に触れ、実施主体は国が担うことを
前提とした上で、都道府県医師会に必要な予算を付
けて事務局を置く方策を例として示した。
　今村聡委員（日本医師会常任理事）は都道府県医
師会の力量の差を勘案し「全国的に同じ仕組みで行
うことは無理。まずモデル事業として取り組むこと
は可能か」と質問すると、鈴木課長は「総論として
合意できれば、どのような方法があるか検討したい」
と応じた。
　今村氏は検討会後、本紙に、医師会に事務局を置
く案について「さまざまな事業が並列的に行われて
いる現状は好ましくなく、整理するべき。今回の提
案は医師会として望むところ」と歓迎する考えを示
した。
　厚労省はこのほか、次回会合で各支援事業を整理・
統合した方策についても示したい考えだ。
（７/１４MEDIFAXより）

クラウドで日本版ＥＨＲ推進へ／総務省委員
会が初会合
　総務省の「日本版ＥＨＲ事業推進委員会」（主査＝
小倉真治・岐阜大大学院救急・災害医学教授）は７
月１９日、同省内で初会合を開き、クラウドコンピュ
ーティングを用いた広域共同利用型ＥＨＲ

（Electronic Health Record）の構築に向けて検討を
開始した。初会合を含めて４回の委員会を２０１２年２
月までに開き、同３月に最終報告書を取りまとめる。
ＥＨＲは、個人が自分の診療情報や健診情報などの
医療・健康情報を生涯にわたって電子的に管理・活
用できる仕組み。総務省が１１年度から始めた「健康
情報活用基盤構築事業（日本版ＥＨＲ）」での実証実
験を通して▽医療機関間での継続的な医療▽医療費
削減▽健康情報の疫学的活用─などの活用効果を検
証する。
　総務省は初会合で、ＥＨＲの構築が必要となった
背景について▽急速な高齢化・国民医療費の増加▽
医師不足・偏在による地域医療提供体制の疲弊▽国
民の疾病構造の変化─を挙げた。政府の高度情報通
信ネットワーク社会推進戦略本部も「新たな情報通
信技術戦略」として▽「どこでもＭＹ病院」構想
（１３年までに一部開始）▽シームレスな地域連携医療
─の実現を掲げ、その基盤としてＥＨＲの構築を位
置付けている。このため総務省は１１年度中にＥＨＲ
の効果を示したい考えだ。
　実証実験は▽処方箋の電子化・医薬連携▽医療・
介護連携▽共通診察券─の３つ。実証実験を踏まえ
て▽広域的ＥＨＲでのセキュリティー要件や情報流
通方法についての共通仕様▽電子処方箋交付の技術
仕様▽在宅医療・介護モデルのひな形─の策定を目
指す。（７/２０MEDIFAXより）

東京都が介護・医療で厚労省に要求
　東京都福祉保健局は７月６日、「国の施策及び予算
に対する東京都の提案要求」を厚生労働省に提出し
た。人件費の地域差を考慮して地域区分ごとに設定
している介護報酬の上乗せ割合について、２０１２年度
介護報酬改定で見直すことなどを求めている。
　要求書では、介護報酬の上乗せ割合について「物
件費や地価の地域差を反映したものとなっていない
ため、大都市東京の実態と乖離した低い水準」と指
摘。東京都の上乗せ割合を引き上げる必要性を指摘
する内容となっている。
　行政刷新会議の議論で俎上に載っている訪問看護
ステーションの一人開業の解禁にも触れ「夜間、緊
急時の対応が困難で、看護師が急病などの際はサー
ビス提供そのものが停止する恐れがある」と指摘。
現行の人員基準である常勤換算２.５人以上を踏まえ
「適正な員数」とするよう求めた。一人開業を認める
場合は、十分に要件を検討し、継続性と安定性を担
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保する方策を講じることも求めた。
　療養病床再編をめぐっては、東京では高齢者人口
当たりの療養病床数が全国平均を大きく下回ってい
るとし「医療療養病床と介護療養型老人保健施設な
どの整備が急務」と主張。医療療養病床の充実や、
介護報酬による介護療養病床から介護療養型老健へ
の転換支援などを求めた。（７/７MEDIFAXより）

「世界の頭脳を福島に」／復興ビジョン検討委
　福島県の復興ビジョン策定に向けて同県が設置し
た福島県復興ビジョン検討委員会（座長＝鈴木浩・
福島大名誉教授）は７月８日、「福島県復興ビジョン
への提言」を佐藤雄平知事に提出した。
　提言は、復興に向けた主要施策を▽緊急的対応▽
ふくしまの未来を見据えた対応▽原子力災害対応―
の３本柱で示した。「原子力災害対応」では「原子力
災害の影響についての研究、放射性物質による汚染
を克服する研究および除染の実施」を求めたほか、
「さらに、一歩進んで、健康づくりを通して全国にも
誇れるような健康長寿の県づくりを進めることが求
められる」と強調。「原子力に係る国際的機関の誘致
を含め、世界の知見・頭脳を福島県に招致し、世界
最先端の力を借りて、事故後の原子力発電所の安全
の確保とその監視に取り組む必要がある」と指摘し
た。
　提言は復興に当たっての基本理念に「原子力に依
存しない、安全・安心で持続的に発展可能な社会づ
くり」と明記し、脱原発の姿勢を明確に示した。同
県は今後、早急に復興ビジョンの素案を提示し、パ
ブリックコメントを募集する予定。その後、復興ビ
ジョンを決定する。（７/１３MEDIFAXより）

被災自治体職員の健康「重要性の認識を」／
日本精神神経学会
　日本精神神経学会理事会・東日本大震災対策本部
はこのほど、国や地方自治体に対し、被災した職員
の過労疾病や過労死を防ぐため、被災職員の健康問
題を十分認識して対応するよう求める文書を発表し
た。
　日本精神神経学会は文書の中で、被災自治体の職
員に健康問題が生じることは阪神・淡路大震災で指
摘されているとし、東日本大震災で被災した自治体
の職員は自身も被災者であるにもかかわらず、十分
な休養を取らないまま支援の第一線で活動し、通常
業務も加わり過重労働が長期間にわたっている例が

多いと指摘した。
　県と市町村に対しては▽職員の時間外労働の限度
に関する基準を順守▽職員の休養の必要性を住民に
啓発▽職員にこころの健康を含む健康診断を実施▽
健康問題を生じた職員の相談体制整備▽必要な職員
の増員―を要請。国に対しては、県や市町村が必要
な職員の増員を行えるよう財源・人的資源の確保と
提供、支援を行うことを求めている。
（８/３MEDIFAXより）

医療・学校法人にも仮払い／東電、損害賠償で
　東京電力は７月２９日、福島第１原発事故の損害賠
償で実施している仮払いの対象を広げ、原発周辺で
病院を経営する医療法人や幼稚園などの学校法人に
も支払うと発表した。
　また、茨城県と栃木県の農林漁業者の団体が請求
した風評被害について計１１億円の仮払いを実施する
と明らかにした。風評被害による仮払いは初めて。
　新たな対象は避難区域内の公益法人。ＮＰＯ法人
や社会福祉法人、宗教法人なども含まれ、法人数は
約５００に上る。中小企業と同じ１法人当たり最高２５０
万円を支払う。全法人に最高額を支払った場合、総
額約１２億円の支出になる。
　東電はこれまで原発周辺の避難住民、農林漁業者、
中小企業に対して仮払いを実施。ただ、被災地の幼
稚園などは対象外とされ、批判が高まっていた。
（８/２MEDIFAXより）

震災対策を柱に１３項目の提言／日医の概算要
求要望
　日本医師会は７月１３日の定例会見で、２０１２年度概
算要求への要望を公表した。東日本大震災への対策
を柱に１３項目の要望をまとめた。震災対策では、被
災地の医療復興と被災地以外の医療機関の防災対策
を目的とする基金の創設などを盛り込んだ。今村聡
常任理事はすでに民主党に要望を説明したとし「３
次補正予算の中で対応できるものは早急にお願いし
たい」と述べた。今後、関係省庁へ要望書を配布し、
厚生労働省については各局へ説明する機会を設けた
いとした。
　震災対策ではほかに日医災害医療チーム（ＪＭＡ
Ｔ）編成への補助や病院船の建造、ＣＢＲＮ（化学、
生物、放射性物資、核）災害への対応推進などを求
めた。福島第一原子力発電所の事故関連では、避難
者で人口が急増した地域の医療提供体制の整備を要
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望。１１年度の２次補正予算案に盛り込まれた二重債
務の負担軽減措置の継続と充実も求めた。
　「良質かつ安全、安定した医療提供体制の実現」の
項目では、医療安全の観点から要望をまとめた。死
因究明制度の検討推進として、日本医療安全調査機
構が運営する「診療行為に関連した死亡の調査分析
モデル事業」に交付される補助金の増額を要望し、
死亡時画像診断の予算措置拡充も盛り込んだ。
　「医師・看護師等確保対策の確立」では、日医など
が実施する「女性医師支援センター事業」の実績を
強調し、継続と拡充を求めた。勤務医対策では多様
な勤務体制構築の促進や医師事務作業補助者の設
置、充実を求めた。看護師等養成所運営費の補助基
準額の増額と国庫補助率の引き上げも要望した。
●現役世代の２割負担も要望
　患者負担の軽減措置の財源確保も要望した。７０－
７４歳の窓口負担を１割とする軽減特例措置の継続の
ほか、義務教育終了後から６９歳までを２割、義務教
育就学中と義務教育就学前をゼロとするよう求め
た。
　「地域医療再生のための連携体制の確立」では、医
療連携体制推進事業と１１年度から整備が始まった
「地域医療支援センター運営事業」の拡充を要望し
た。地域医療で重要な役割を果たすと位置付けてい
る有床診療所への支援も継続して求めるとした。
　ほかには介護サービスの確保と質の向上、ＩＴ化
推進のための財政的支援、救急医療・災害医療体制
の確立、感染症対策の推進、医学教育と研究充実の
ための整備と支援などを盛り込んだ。
（７/１４MEDIFAXより）

「入院基本料の再構築」など１０項目要望／次期
改定へ日病協
　日本病院団体協議会（議長＝西澤寛俊・全日本病
院協会長）は７月２９日、２０１２年度診療報酬改定に関
する１０項目の要望をまとめ、厚生労働省の外口崇保
険局長宛てに提出した。
　要望は▽根拠に基づく診療報酬の算定方式の創設
▽病院の診療報酬算定規則の変更▽手術・検査など
に対する適正なコストに基づいた評価（外保連方式
準拠）▽二次救急医療機関に対する評価▽看護基準
制度の変更▽医師事務作業補助体制加算の対象病棟
拡大▽チーム医療の評価（医療各職種の病棟配置）
▽外来リハビリテーションの管理料の創設▽訪問看
護・訪問リハなどの医療保険適応拡大▽医療情報シ

ステムの標準化と診療報酬上の評価―の計１０項目。
　根拠に基づいた診療報酬の算定方式の創設に関す
る要望では、医療の安定的な提供を可能にするため、
人件費・施設設備費などの横断的な調査・検証や、
医師の技術料の客観的評価などを通じた「入院基本
料の再構築」のほか、「根拠に基づく診療報酬の算定
方式の創設」を再要望。制度の創設には複数年を要
するため、速やかに調査・研究を開始するよう求め
た。
　病院の診療報酬算定規則の変更を求める要望で
は、一般病床２００床以上の病院が算定する外来診療料
について言及。外来診療料を１９９床以下の再診料と同
一とし、検査・処置などの包括化をやめて出来高算
定できるよう要望した。
　日病協の猪口雄二・診療報酬実務者会議委員長は
「非常に大きな問題。大きい病院に行った方が外来が
安いという認識が広まっている。外来診療料が廉価
ゆえに患者集中が起こっていることが考えられる」
と指摘。「診療所・病院の外来機能分化を図りつつ、一
方では医療行為に対する正当な評価を行うべき」と
述べた。（８/１MEDIFAXより）

日本専門医機構の基本骨格了承／専認機構が
理事会
　日本専門医制評価・認定機構（池田康夫理事長）
は８月２日、理事会を開き、新たな専門医制度の中
立的機関となる日本専門医機構（仮称）の在り方に
ついて検討を進めている第三者機関検討委員会（門
田守人委員長）から新組織の基本骨格などについて
報告を受け、了承した。理事会後、池田理事長は、
取材に対して「新機構の社員、理事などの選出はな
るべく早く進めたい」との考えを示し、第三者機関
検討委からの答申を２０１２年秋には受けたいとした。
　池田理事長によると、理事会が了承した新機構の
認定部門の組織は「専門医認定」と「研修プログラ
ム施設評価・認定」の２類系とする。２つの認定は、
各専門領域別委員会（例えば内科専門医認定委員会、
外科専門医認定委員会など）が支える。
　専門医を目指す医師らは新機構に申請し認定を受
ける。研修施設については、研修プログラムを申請
することで認定される仕組みになる。池田理事長は
「国民、患者の理解が得られるよう、学会単位から診
療領域別の専門医制度に改めていく。研修プログラ
ムに沿った育成制度を確立することによって、専門
医の質の向上と標準化を図っていくことが必要だ」
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と新機構の設立理念を説明した。
　設立理念を具体化させるための一環として専認機
構は、研修施設の評価に関する試行事業を実施して
いる。この日の理事会では、施設評価委員会が１０年
度の研修施設調査試行事業の結果を報告した。池田
理事長は「１０年度は４０施設を対象に研修施設の査察
を試行した。その結果、施設調査員（サーベイヤー）
にとって時間的負担の大きさなどの課題が浮き彫り
になった」と指摘。今後、研修施設調査計画を策定
する上で、年間１００施設程度を査察できる仕組みや、
評価基準、認定証の発行などを順次検討していく予
定だ。
　池田理事長は「サーベイヤーの負担軽減を図る上
でも全国を７地区に分け、各地区にチーフサーベイ
ヤーを任命していく。病院診療に従事していたＯＢ
を含め、各学会からもサーベイヤーを推薦してもら
うことにしている」と述べた。（８/３MEDIFAXより）

後期医療「新制度への移行が不透明」／東京
都の西川広域連合長
　東京都後期高齢者医療広域連合の西川太一郎広域
連合長（荒川区長）は７月２９日、広域連合議会臨時
会で挨拶し、後期高齢者医療制度について「高齢者
医療制度改革会議で最終報告が取りまとめられた
が、いまだに国会へ法案が提出されていない。新制
度への移行が不透明な状況だ」と語った。
　後期高齢者医療制度は、新制度への検討が進めら
れており、２０１０年１２月に高齢者医療制度改革会議で
最終報告が取りまとめられた。しかし、法案が国会
へ提出されないまま、政府与党がまとめた社会保障・
税一体改革成案では、高齢者医療制度改革会議の取
りまとめを踏まえて高齢者医療制度の見直しを検討
するとされた。
　西川広域連合長は「慎重に議論し、給付の平等、
負担の公平を目指した安定的で持続可能な制度とな
るよう検討を進めるべきだ」と語った。
（８/１MEDIFAXより）

給付の効率化、より着目を／一体改革で健保
連会長談話
　政府・与党が取りまとめた社会保障と税の一体改
革成案を受け、健保連は７月７日「国民間の負担の
公平性や給付の重点化・効率化により着目した具体
的な案に深化させ、国民的合意を図っていくべき」
との会長談話を発表した。

　談話では、医療・介護保険制度の持続性確保には
医療費適正化などが不可欠とし「改革案は医療・介
護サービス提供体制の改革の方向性や目標数値を示
しているものの、実現するための具体的な方策や工
程を明示していない」と指摘。「給付と提供体制のさ
らなる重点化・効率化を通じた医療費などの適正化
策を早急に策定し実現をはかるべき」とした。
　高齢者医療制度については「前期高齢者への公費
投入・拡充について、全く考慮されていないことは
大変遺憾」と主張。介護保険制度関連で盛り込まれ
た介護納付金の総報酬割の導入については「単に協
会けんぽに係る国庫補助相当額を健保組合などに負
担転嫁する肩代わりの構図にすぎない」とし、反対
とした。（７/８MEDIFAXより）

一体改革成案「患者不在の設計」／日病・理
事会
　日本病院会は７月１３日の理事会で、政府の社会保
障・税一体改革成案について協議し「今後の制度設
計で不合理な点を整理し、検討を深めていきたい」
との認識で一致した。堺常雄会長が７月１４日、本紙
の取材に答えた。
　堺会長は「病院は病床数で分類すべきではなく、
病院の機能に基づいて論じていくべきで、政府の成
案は患者不在の設計との見方が大勢だった」とした。
さらに、「医療・介護サービスの必要ベッド数の見込
みで、一般急性期病院の平均在院日数９日はあり得
ない。３０日程度であれば高度急性期の受け皿にもな
り得る」と指摘した。今後、さらに検討を進めてい
く予定だ。
　また日病は、月１回の常任理事会後に定例記者会
見を開催することを７月１３日の理事会で正式に決定
した。８月２７日から定例会見をスタートさせる。堺
会長は「日病としての活動を幅広く情報提供したい。
情報の見える化の一環だ」としている。医療関連団
体で定期・不定期を含め会見を実施しているのは、
日本医師会、全国自治体病院協議会、日本慢性期医
療協会などで、日病も追随することになる。
（７/１５MEDIFAXより）

一体改革成案で意見書提出へ／四病協・総合
部会
　四病院団体協議会は７月２１日、総合部会を開き、
社会保障と税の一体改革成案に対して四病協として
の考え方を取りまとめ、厚生労働省など関係部局に
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意見書を提出する方針を決めた。総合部会後、記者
団に対して日本病院会の堺常雄会長が答えた。
　総合部会では、社会保障と税の一体改革成案に対
して「医療・介護機能再編のシナリオで居住系サー
ビス・在宅系サービスの方向が見えない。高度急性
期や一般急性期など入口の議論だけでは不十分だ」
「改革シナリオでは、パターン２の実現の可能性が高
い。しかし、病床論議が中心で病院の医療提供体制
が見えない。特に、一般急性期の在院期間９日程度
は不可解だ」「地域包括ケアについては、地域に合っ
た医療・介護提供体制を確立してもらいたい」など
の意見が出た。堺会長は、独居世帯の増加を施策に
反映させることなどが必要とし、四病協としての見
解をまとめる方針とした。（７/２２MEDIFAXより）

大阪府医、受診時負担「阻止すべき」／一体
改革で日医に意見書
　政府・与党の「社会保障・税一体改革成案」につ
いて、大阪府医師会（伯井俊明会長）は７月２９日付
で日本医師会の原中勝征会長に意見書を提出した。
「受診時定額負担」に対し「断固阻止すべき」との姿
勢を打ち出し、引き続き日医が問題解決に向け注力
するよう要請。伯井氏は取材に「“健康弱者による弱
者の救済”はとんでもないことで、社会保障の理念
に反する」と述べ、全国の医師会が一体となって成
案に立ち向かう必要があるとの考えを示した。
　意見書では、一連の日医の対応について、改革案
にいち早く見解を発表するなどしたことを評価。日
医として対応の検討を続けていくよう求めた。
　受診時定額負担については、高額医療の患者負担
軽減に必要な財源を健康弱者だけに強いる方法で、
国民の相互扶助の精神に基づく社会保障の理念から
大きく逸脱するものと問題視。「（高額療養費制度の）
制度上の不備を見直す財源は、あくまでも公費や保
険料に求めるべき」と指摘した。
　さらに、意見書には保険免責制度導入のための試
金石になると明記し、国民皆保険制度の根幹を揺る
がす受診時定額負担は断固阻止すべきと訴えた。伯
井氏は仮に当初の負担が低額であっても、安易に引
き上げられる可能性があるとの見方を示し、導入へ
の懸念をあらわにした。
●共通番号制「医療費抑制が目的」
　意見書では、社会保障と税の共通番号制度に関し
て、個人情報の漏出や目的外利用の恐れもあると言
及。将来的に医療費や介護費の抑制に使用する目的

は明らかであるとし、導入反対を明確にした。
　消費税増税については、引き上げによる財源がす
べて医療や介護を含めた社会保障の充実に充てられ
るとは到底考えられないと意見書に記載した。伯井
氏は、増税ありきで議論を進め、国民を納得させる
ために目的税化を掲げているとし、国の姿勢を批判。
「日医には増税の内訳をしっかり精査してほしい」と
期待を寄せた。（８/２MEDIFAXより）

外来放射線、診察頻度で緩和案／放射線腫瘍
学会、新ルール検討
　日本放射線腫瘍学会は、外来での放射線治療の患
者に対する医師の診察は「週１回以上」でもよいと
する新ルールの検討を進めている。「無診察診療」は
医師法によって禁止されており、現行ルールでは連
日照射する放射線治療のたびに医師（放射線治療医
など）の診察が必要となる。同学会の根本建二理事
（山形大医学部教授）は７月１９日、本紙の取材に対し、
次期診療報酬改定に向けて新ルールを要望していく
考えを明らかにした。医師の診察頻度の緩和をめぐ
っては、外来リハビリテーションについても毎回の
医師による診察は必ずしも必要ないとの要望が病院
団体などから出ている。
　根本理事によると、放射線治療患者数は今後１０年
以内に３８万人を超えると予測されているが、日本の
医療現場は患者数の急速な増加に対応できるだけの
放射線専任医師数が確保できていない。根本理事は
「放射線治療医は一日中、再診の照射患者の診察に忙
殺され、放射線治療を必要としている新規患者の受
け入れが大幅に遅延している」と問題提起する。米
国、カナダ、英国、オーストラリアなど諸外国では、
週１回の医師の診察で放射線照射治療が行われてい
るのが実態という。
　こうした諸外国の現状も踏まえ同学会は、治療方
法や予想される合併症とその時期などを患者に説明
して同意を得ることを前提に、医師の診察は週１回
以上でもよいとするルールを求める考えだ。安全性
を確保するため、放射線治療専従の看護師と診療放
射線技師の配置を義務付けることも想定しており、
チーム医療で対応できる仕組みを求めていく。
　放射線治療医が常勤している病院については、患
者の希望があればいつでも放射線治療医の診察を受
けることができる体制を確保。放射線治療医の常勤
医がいない場合は、放射線治療医が常勤している近
隣施設と連携体制を結ぶことで、患者の安全性とニ
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ーズを担保する仕組みを検討している。根本理事に
よると、すでに患者団体（市民のためのがん治療の
会）からもおおむね理解が得られているという。
●新たな管理料の設定などが検討課題
　新ルール下での診療報酬体系は、新たな管理料の
設定も含めて、今後の理事会での検討課題になる。
根本理事は「連日の医師の診察を行うとする病院も
あるため、現行の算定方法と包括算定のいずれかを
選択できるようにすることで、現場の混乱を回避で
きるのではないか」としている。
（７/２０MEDIFAXより）

電子点数表を活用したレセプト点検開始／支
払基金
　社会保険診療報酬支払基金はこのほど、電子点数
表（医科・歯科）を活用した電子レセプトのコンピ
ューターチェックを７月審査分から開始すると発表
した。
　診療報酬について告示や通知で規定された算定ル
ールの中から、コンピューターチェックが可能な項
目をまとめて電子情報テーブル化。この電子情報テ
ーブルを活用して算定の適合性を点検する。
　現時点で点検できる算定ルールは、他の診療行為
に包括される「包括」に関する算定ルールと、他の
診療行為との併算定ができない「背反」に関する算
定ルールの２点で、「１日につき」と「同一月内」の
算定単位で適合性を点検することができる。
（７/２０MEDIFAXより）

受給資格確認で新たな仕組み／支払基金、１０
月から
　社会保険診療報酬支払基金は７月２５日の定例記者
会見で、保険者に診療報酬を請求する前に被保険者
の受給資格を点検できる仕組みを導入すると発表し
た。保険者や医療機関、支払基金の事務処理負担の
軽減を図る。２０１１年１０月からの実施を予定している。
　支払基金が導入する新たな仕組みでは、医療機関
などから受け付けた電子レセプトに基づき被保険者
の「資格情報ファイル」を作成して保険者に配信す
る。保険者は「資格情報ファイル」から被保険者の
受給資格を確認し、誤りがあるレセプトについて「返
戻情報ファイル」として支払基金に送信。支払基金
は「保険者による資格返戻」であることを明確にし
て医療機関にレセプトを返戻する。
　支払基金によると現在、受給資格に関する誤りは

保険者が請求を受けた後に点検することで判明して
いる。受給資格に関する誤りがあるレセプトは１０年
度に４１４万件だったという。
　現時点で１１年１０月からの開始を予定している保険
者は、協会けんぽのみ。（７/２６MEDIFAXより）

在宅医療で指針案、圏域設定で方向性／医療
計画見直し検討会
　国立長寿医療研究センターの在宅医療推進会議は
７月１３日、厚生労働省の「医療計画の見直し等に関
する検討会」（座長＝武藤正樹・国際医療福祉大大学
院教授）に、医療計画の作成指針に盛り込む「在宅
医療」の体制構築に向けた指針案を提示した。在宅
医療体制の構築に向けた具体的な手順として、患者
動向・医療資源の情報収集や圏域設定について方向
性を示した。在宅医療推進会議は、国立長寿医療研
究センターの大島伸一総長が招集。在宅医療関係学
会や医療関連団体の有識者で構成している。厚労省
はこの指針案をたたき台として医療計画の作成指針
とする考えだ。
　この日は参考人として出席した鳥羽研二・国立長
寿医療研究センター病院長が指針案を説明した。指
針案では在宅医療をめぐる現状を解説した上で▽２４
時間３６５日にわたり患者の視点に立った多職種協働
医療の提供▽看取りまでを行う医療機関を増やすた
めの医療連携体制▽認知症在宅医療の推進―などを
目指すべき方向として示した。
　都道府県が医療計画を作成する具体的手順として
は▽訪問診療数・訪問看護数などの患者動向情報▽
在宅医療を行う施設・支援施設とその位置、医療機
関の機能などの医療資源情報▽在宅医療を推進する
協議体での協議調整状況など連携情報―など情報収
集すべき項目を示した。医療提供体制を客観評価す
るためのストラクチャー指標・プロセス指標・アウ
トカム指標についても具体的項目を盛り込んだ。
●圏域設定、地域の関係者で協議体設置を
　在宅医療の圏域設定については情報収集で得られ
た情報に基づき、介護との連携や区市町村単位の日
常生活圏にも配慮した圏域を設定するなどとした。
圏域設定について鳥羽参考人は、地域の医療関係団
体や在宅医療・介護保険サービス関係者などで構成
する協議体を設置することを提案し、「円滑で活発
な、形だけではない連携を図る医療計画を作成して
いただきたい」とした。
　都道府県が２０１３年度から新たな医療計画を開始す
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るため、厚労省は年内にも検討結果を踏まえて作成
指針を見直し、都道府県に示す。７月６日の社会保
障審議会・医療部会は医療計画で医療連携体制を構
築する４疾病５事業について、精神疾患を加えた「５
疾病５事業」とすることを了承しており、今後の検
討会での議論を踏まえて指針（医政局指導課長通知）
を見直す。厚労省は在宅医療の指針はこれとは別の
新たな通知として発出する考えだ。
　この日の会合では、日本歯科医師会、日本薬剤師
会、日本看護協会の各委員が資料を提出し、それぞ
れの立場から在宅医療の課題を示した。参考人から
在宅療養支援の実態や機能分化についての詳細な分
析結果も聴取した。（７/１４MEDIFAXより）

原則課税の具体的手法で検討開始／医法協
　日本医療法人協会は７月８日、常務理事会と理事
会を開き、社会保障・税一体改革の成案が決定した
ことを受け、非課税となっている社会保険診療報酬
と介護報酬を原則課税に変更するための具体的手法
に関する議論をスタートさせた。
　日野頌三会長は会合後、本紙の取材に対して「消
費税制の抜本的改革を目指す上で、原則課税に変更
する手法として軽減税率の反対を確認した。多くの
医療機関では、補填された１.５３％を超える控除対象
外消費税が発生しており、対応が必要との認識でも
一致した」と述べた。
　これまでの四病院団体協議会の議論などでは、原
則課税とした上で患者に即日還付する制度の案など
も出ているが、この日の会合で日野会長は「給付付
き税額控除制度」の導入も一つの考え方として提案
した。日野会長は「さまざまな手法を検討し、抜本
改革につなげていきたい」とし、結果がまとまり次
第、四病協などに提案する考えだ。
●藤井総理補佐官に要望
　日野会長は、消費税増税と社会保障の一体改革論
議が進んでいた６月２２日に、医法協として内閣府総
理大臣補佐官の藤井裕久氏らに、医療・介護に関わ
る消費税の非課税見直しを求める緊急要望書を提出
したことを明らかにした。消費税問題については、
四病協医業経営・税制委員会（委員長＝伊藤伸一・
医法協副会長）が２０１２年度の税制改正要望について
議論を詰めていることから、医法協としてバックア
ップするために緊急要望した。要望は、医療と介護
に関わる消費税の非課税を原則課税に改めるととも
に、患者と利用者負担への配慮を求めた。

　また、診療報酬による画一的な補填方式では、個
別性の強い医療機関の消費税負担の実態になじま
ず、税負担の公平性が損なわれると主張。介護保険
でも、居宅介護サービス費や施設介護サービス費に
ついて仕入れ消費税分を控除できない同様の事態が
起きているとし、制度矛盾の解消を求めた。
●大学病院は特定機能に特化を
　一方、この日の会合では、社会保障審議会・医療
部会で議論された特定機能病院の在り方について、
理事らから「大学病院は特定機能に特化すべきだ」
「一般外来を最小限にとどめ、紹介外来や術後のフォ
ロー外来に専念すべき」などの意見が出たという。
「健全経営が可能な助成金、診療報酬などを大学病院
に手当てすべきだ」との意見も強かった。日野会長
は「特定機能病院は、特定機能を明確にしていくべ
きで、医療部会でもきちんと議論を深めていくべき
だ」と指摘した。（７/１１MEDIFAXより）

高度急性期の受け皿に「長期急性期」を／日
慢協・武久会長
　日本慢性期医療協会の武久洋三会長は７月７日の
会見で、政府の「社会保障改革に関する集中検討会
議」が示した社会保障改革案を踏まえ、２０２５年に向
けて高度急性期を脱した患者の受け皿となる「長期
急性期病床」を整備する必要性を指摘した。「長期急
性期病床」を含む慢性期入院医療の報酬体系につい
ては、日慢協が提案する「慢性期病態別診療報酬」
の適応を次々回の診療報酬改定に向け求めていく考
えを示した。
　武久会長は、集中検討会議の改革案で一般急性期
病院の平均在院日数が「９日程度」となっているこ
とについて「（短さに）飛び上がって驚いた」と説
明。高度急性期病院の「１５－１６日程度」より短いこ
とについて「一般急性期病院では、高度急性期病院
ほど重度ではない中等度の患者を診て、早く退院さ
せてくださいというメッセージではないか」と指摘
した。
　その上で、高度急性期の治療が終わっても重度の
まま後遺症が残るような患者の受け皿について「平
均在院日数が９日に設定されてしまえば一般急性期
病院で診られるわけがない」とし、慢性期医療の中
で受け入れ体制を整える必要性を指摘。実際、高度
急性期からの患者を受け入れる「長期急性期」の機
能を持つ医療療養病床は、現状でも２割程度存在す
るとの認識を示した。
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　集中検討会議の改革案では、２５年に必要な慢性期
病床数を２８万床としている。一方、武久会長は慢性
期医療を担う病床の総枠として６０万床は必要との見
方を示し「一般病床から２０万床くらいは慢性期病床
に降りてくるだろう。２５年には『長期急性期病床』
３０万床、『長期慢性期病床』と『介護療養型（の病
床）』３０万床という慢性期医療の受け皿が必須」と述
べた。（７/８MEDIFAXより）

放射線被害、正確な情報公開の徹底を／保団
連が要望書提出
　保団連は７月２８日、福島第一原子力発電所の事故
による放射線被害について、正確な情報公開などを
求める要望書を菅直人首相と東京電力の西澤俊夫社
長に送った。
　要望書では、空中だけでなく土壌や農産物、水産
物などについても汚染状況を調査し、公表すること
を求めた。被ばくの影響を受けやすい子どもについ
ても、日常生活での被ばく量を最小に抑える対策を
取ることを求めた。（７/２９MEDIFAXより）

次期改定の要求事項を決定／保団連
　保団連は７月８日、２０１２年度診療報酬・介護報酬
同時改定に向けた要求事項を決め、細川律夫厚生労
働相や中医協委員ら医療政策関係者に送った。次期
改定では、国庫負担を大幅に拡大して、患者負担を
軽減し、医療費総枠を引き上げるよう求めている。
特に医科・歯科診療所の報酬引き上げを図り、外来
診療機能を強化すべきと要望。財源は国庫負担や企
業の負担増で捻出すべきとし、消費税を増税しない
ようクギを刺した。
　医科関係の具体的な要求事項では、初・再診料に
包括評価を拡大せず、適正に引き上げるべきとした。
また、常時配置２５対１看護の療養病床と常勤配置６
対１看護の診療所療養病床を１２年４月以降も存続さ
せ、コストを踏まえて診療報酬を引き上げるよう要
望。１３対１病棟や１５対１病棟、有床診療所の引き上
げも求めた。
　医科関係では▽在宅患者訪問診療料を１０年度改定
以前の取り扱いに戻す▽リハビリテーションの算定
日数上限の撤廃―なども要望している。
　このほか次期改定を待たず早急な実施を求める事
項として、入院患者の他医療機関受診の規制撤廃な
どを挙げた。入院患者が他の医療機関の外来を受診
した日は、入院医療機関の基本点数が３０％あるいは

７０％減額され、他医療機関では医学管理等、在宅医
療、投薬、注射、リハビリテーションなどの費用を
算定できないことになっている。こうした算定制限
について「専門的な医療を制限するもので断じて容
認できない」とし、撤廃を求めた。
（７/１２MEDIFAXより）

 

「医行為」のまま介護職に解禁／たん吸引検
討会、新制度を整理
　厚生労働省の「介護職員等によるたんの吸引等の
実施のための制度の在り方に関する検討会」（座長＝
大島伸一・国立長寿医療研究センター総長）は７月
２２日、一定の研修を修了した介護職員らにたん吸引
などの実施を認める制度に関して最後の全体会合を
開いた。口腔内のたん吸引については他の行為と切
り分けて医行為から外すべきだとの意見が最後まで
出たが、大島座長は「議論する中で紆余曲折があっ
たが、医行為であるという前提で、介護職にも行え
るように法律化するということで合意が得られてい
ると理解している」とまとめた。
●医行為か否か、議論尽くせず
　この日の会合では、口腔内のたん吸引について医
行為から外すべきと一貫して訴えてきた三上裕司委
員（日本医師会常任理事）が「試行事業や他の研究
報告結果からも口腔内のたん吸引が実態として多
い。気管カニューレ内はほとんどない」と指摘。「口
腔内のたん吸引については他と切り分けて介護福祉
士の資格に含め、他の行為は必要に応じて研修を行
い、介護福祉士とは別の資格として認めるべきでは
ないか」とあらためて主張した。
　これに対し平林勝政委員（國學院大法科大学院特
任教授）は「条文上、やはり介護福祉士の行う『介
護』に医行為が含まれると解釈できる」と述べた上
で「それがいいか悪いかについては、ここで言うつ
もりはない」と述べた。（７/２５MEDIFAXより）

実地研修修了前に介護福祉士取得ＯＫ／たん
吸引検討会で厚労省
　７月２２日の「介護職員等によるたんの吸引等の実
施のための制度の在り方に関する検討会」（座長＝大
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島伸一・国立長寿医療研究センター総長）の最終会
合で厚生労働省は、介護職らがたん吸引などを行え
るようにするための研修内容やカリキュラム、たん
吸引などが標準業務となる新しい介護福祉士の養成
課程について最終案を示した。介護福祉士の新養成
課程については、国家試験受験要件として実地研修
修了を義務付けない仕組みを導入する。
●全体で４つの研修パターン
　厚労省が省令で規定する事項として示した研修類
型の最終案は▽介護福祉士養成課程に乗らない介護
職らが「たん吸引（口腔内、鼻腔内、気管カニュー
レ内部）」と「経管栄養（胃瘻、腸瘻、経鼻経管栄
養）」の全範囲を行う類型▽介護福祉士養成課程に乗
らない介護職らが「気管カニューレ内のたん吸引」
と「経鼻経管栄養」以外の範囲を行う類型▽重度訪
問介護従事者養成研修修了を前提とした特定の利用
者に対して行う類型─の３類型と、介護福祉士養成
課程での研修の全部で４パターン。
　このうち、全行為全範囲が基本的な標準業務とな
る介護福祉士の養成課程では、国家試験受験までに
全ての実地研修修了が間に合わないケースなどを想
定し、国家資格取得段階では、基本研修とシミュレ
ーター演習修了までを要件とする。
　実地研修は就業後、たん吸引などのサービスを提
供する事業所などで必要に応じてＯＪＴとして行
い、修了することも認める。ただこの場合、基本研
修受講から実地研修修了まで期間が空いてしまうケ
ースが出てくる。この点に関して因利恵委員（日本
ホームヘルパー協会長）が「基本研修修了後、２年
なのか３年なのか、有効期限について見えない」と
指摘し、有効期限を定める必要性に言及。これに対
し老健局振興課の川又竹男課長は会合後、記者団に
対し「（有効期限を設けるか否かについては）白紙。こ
れから検討する」と述べた。
　このほか、介護福祉士養成課程に乗らない研修課
程でたん吸引などの実施認定を受けた介護職らが将
来的に介護福祉士資格を取得した場合の取り扱いな
ど、細かな規定は「省令で定める」（社会・援護局福
祉基盤課福祉人材確保対策室）とするにとどめた。
●安全確保措置・研修水準に意見集中
　新制度の詳細を決める省令策定前の最後の全体会
合となったこの日は、安全確保や介護職らが受講す
る研修の水準を一定にするための対策について、委
員らの意見が集中した。指摘のあったポイントは▽
実地研修の共通評価基準▽たん吸引などを実施する

事業所に対する定期的なフォローアップ体制の整備
▽個別の行為の評価─など。安全確保措置について
は、川又課長が「在宅と施設を分けて、省令、通知
などでマニュアルや報告義務などの決まりを細かく
つくっていきたい」と述べた。
　また、新たに一部医行為が行えることで安上がり
な労働力として介護職に負担が押し寄せないよう、
報酬上の評価は不可欠とする声もあった。
（７/２５MEDIFAXより）

訪問リハＳＴの新設など提案／介護給付費分
科会ヒアリング
　厚生労働省の社会保障審議会・介護給付費分科会
（分科会長＝大森彌・東京大名誉教授）は７月２８日、
２０１２年度介護報酬改定に向けて生活期のリハビリテ
ーションについて関係団体から意見を聞いた。通所
リハビリと通所介護の機能重複を指摘する声や、「訪
問リハビリステーション」新設の提案などが上がっ
た。
　厚労省によると、通所リハビリの利用時間は「６
時間以上８時間未満」が最多の約８割（介護給付費
実態調査０９年度）で、通所介護の利用時間と「同程
度」という。訪問リハビリについては、都道府県ご
とに設置状況に差があると説明。厚労省は、これら
の状況を踏まえ▽リハビリを包括的に提供できる地
域のリハビリ拠点の整備・推進▽通所リハビリの提
供サービスが通所介護と類似しているという指摘が
あり、サービス提供の在り方をどう考えるか▽訪問
リハビリの果たすべき役割－などを論点に挙げた。
　意見陳述のため出席した浜村明徳氏（日本リハビ
リテーション病院・施設協会）は、通所リハビリが
通所介護と同様のサービスを提供している場合、サ
ービス内容に見合った報酬を設定する必要があると
の考えを示した。訪問リハビリについては、どの事
業者が実施しているか利用者に明示するため「訪問
リハビリステーション」の名称を新設することを提
案。さらに、医師に対し、訪問リハビリの実施計画
書と実施報告書を月１回提出するよう義務付けるこ
とも提案した。（７/２９MEDIFAXより）

特養の居室定員、省令基準は「１人」に／地
方分権一括法受け
　厚生労働省の社会保障審議会・介護給付費分科会
（分科会長＝大森彌・東京大名誉教授）は７月２８日、地
方分権を推進する「地方分権一括法」の成立・公布
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に伴う省令改正を了承した。自治体が設定できるよ
うになる特別養護老人ホーム（特養）の居室定員に
ついて、省令上の基準は「１人」と定めることにす
る。各自治体はこの基準を参酌して独自に設定する。
厚労省は特養の個室ユニット化を推進する方針を打
ち出しており、同分科会でも推進強化の必要性を指
摘する声が上がっていた。
　「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の
推進を図るための関係法律の整備に関する法律」（地
方分権一括法）では、省令で定めている介護サービ
スの指定基準などを自治体の条例で定められるよう
にする。ただし、省令改正を行い、条例で定める介
護サービスの指定基準を（１）省令に従うべき基準
（２）省令を標準とする基準（３）省令を参酌すべき基
準―の３類型に分類。「従うべき基準」に分類された
基準は、省令が条例の内容を直接的に縛るため自治
体の裁量で設定することはできない。「標準とする基
準」については、合理的な理由がある範囲内で自治
体が地域の実情に応じた内容を設定することができ
る。「参酌すべき基準」は、自治体の裁量で内容を決
めることができる。
　職員数に関する人員配置基準などは「従うべき基
準」となる。一方、特養の居室定員については「参
酌すべき基準」となるため、自治体が独自に設定で
きるようになる。
　特養の居室定員をめぐっては、「参酌すべき基準」
となることを見越して、同分科会が省令上の基準を
「１人」とするよう検討すべきとの取りまとめをして
いた。
　厚労省は現在、省令改正に向けたパブリックコメ
ントを実施している。（７/２９MEDIFAXより）

介護保険第５期計画、地域の実態把握がポイ
ント
　２０１２－１４年度の第５期介護保険事業計画策定に向
けて、各市町村が準備を進めている。高齢化が最も
進む２５年を見据え「地域包括ケアシステム」の実現
を目指す第５期では、医療や住まいとの連携も視野
に入れながら、地域の実態を的確に踏まえた計画と
することが重要なポイントとなる。
●第５期計画、在宅医療の推進など記載へ
　６月１５日に成立した改正介護保険法では（１）認知
症支援策の充実（２）在宅医療の推進（３）高齢者にふ
さわしい住まいの計画的な整備－などについて、計
画への記載を努力義務に位置付けた。さらに、地域

の実態を的確に踏まえた計画づくりを推進するた
め、市町村が設定区域ごとに高齢者の心身状況など
を把握するよう努めることも盛り込んだ。
●「ニーズ調査」の有効活用なるか
　厚生労働省は第５期計画に向けて、中学校区を目
安とする日常生活圏域にどのような高齢者がいるか
を調べる「日常生活圏域ニーズ調査」の実施を市町
村に呼び掛けてきた。高齢者の身体機能や住まいの
状況、認知症状などについて、調査票の郵送と未回
収者への訪問調査を組み合わせて、より詳細な実態
把握が可能となる仕組みだ。厚労省は、要介護認定
者数やサービス利用者数の推計にニーズ調査の結果
を反映させることで、より精度の高い結果を得るこ
とができるとの見解を示している。
　厚労省のモデル事業としてニーズ調査を実施した
山梨県北杜市からは「運動をしている人が少ない」
「移動手段が少ない」などの課題と、それに対する解
決策が見えてきたとの声が上がっている。
　厚労省によると、第５期に向けてニーズ調査を実
施予定の市町村は１１年２月時点で約９割だったとい
う。ニーズ調査の実施によって地域の実態が市町村
の策定する計画にどこまで反映されるのか、注目が
集まっている。（７/２２MEDIFAXより）

介護保険料、低所得者対策で再分化／厚労省
　厚生労働省は、低所得者に対する配慮策の一つと
して、所得などが一定の基準を下回る第１号被保険
者（６５歳以上）の負担を保険者の判断で軽減できる
よう、保険者が定める標準保険料の４分の３の負担
で済む所得段階「第３段階」を細分化する方針を固
め、所得基準額など詳細の検討に入った。７月１１日
に開いた「第５期介護保険事業（支援）計画の策定
に係る全国会議」で明らかにした。
　介護保険の第１号保険料は、保険者が定める標準
保険料の４分の２の負担でよい第１段階から、標準
の４分の６を負担する第６段階までの所得別基準を
国が示し、自治体によっては最大１０段階に分かれて
いる。第４期介護保険事業では、標準保険料負担と
なる第４段階を細分化し、年金を含め本人の年間所
得合計金額が８０万円以下の被保険者については、保
険者の判断で、一定の割合を差し引いた保険料が設
定できる「特例第４段階」を設けた。
　第５期では、特例第４段階を継続するとともに、
第３段階についても同様に細分化するための基準を
設け、保険者の判断でより低い保険料が設定できる
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ようにする。老健局介護保険計画課によると、被保
険者の所得基準などの詳細については、８月上旬を
めどに示す予定だ。
　厚労省がまとめた２００９年度の介護保険事業状況報
告では、第３段階が被保険者の約１２％（３３１万３５６０
人）、第４段階は約３１％（８９６万８０７１人）となってい
る。
　厚労省は第５期に向け低所得者の保険料負担の細
分化に向けて検討を進めてきた。政府の社会保障・
税一体改革成案の中にも「１号保険料の低所得者保
険料軽減強化」が盛り込まれている。
（７/１２MEDIFAXより）

 

国保医療費２.３％増、後期高齢者５.５％増／国保
中央会
　国保中央会は７月１９日、２０１０年度分の医療費速報
を発表した。市町村国保と国保組合を合わせた国保
医療費は１１兆１６７２億円（前年比２.３％増）、後期高齢
者医療費は１２兆６０２２億円（５.５％増）だった。国保医
療費と後期高齢者医療費を合わせた国保連合会の審
査確定分医療費総額は２３兆７６９４億円となった。
　被保険者１人当たりの国保医療費年額は２８万５０４９
円（３.１％増）。市町村国保１人当たり医療費年額は
２９万５４５７円（３.０％増）だった。市町村国保１人当た
り医療費を都道府県別ランキングで見ると、最も医
療費が高かったのは山口県で３６万２９９０円かかった。
２位以下は香川県、島根県、大分県、広島県の順。
広島県は１０年１位から５位に下がった。山口県は１０
年２位。逆に最も医療費が安かったのは沖縄県で２５
万１５５７円。２位以下は茨城県、千葉県、栃木県、東
京都と続いた。山口県と沖縄県の間には１.４４倍の開
きがあった。
　後期高齢者医療費を見ると、被保険者１人当たり
医療費年額は８９万３９１８円（２.２％増）だった。都道府
県別に比較した場合に、最も１人当たりの医療費が
高かったのは福岡県で１１３万８４１６円となった。２位以
下は、高知県、北海道、広島県、長崎県の順。逆に
医療費が最も安かったのは岩手県で７２万２２９９円。さ
らに新潟県、静岡県、長野県、千葉県と続いた。福
岡県と岩手県の倍率は１.５８倍。

　国保の年間平均被保険者数は３９１８万人（０.８％減）、
後期高齢者の年間平均被保険者数は１４１０万人（３.３％
増）。（７/２０MEDIFAXより）

１０年度介護費は総額７兆９３０８億円／国保中央会
　国保中央会が７月１９日に発表した２０１０年度の介護
費等の動向によると、総額は７兆９３０８億円で、０９年
度から４.９％増加した。サービス受給者数は１０年度月
平均で４１１万人で、０９年度から４.７％増加した。
　サービス種類別に介護費を見ると、施設サービス
が３兆３３６０億円（前年度比１.３％増）で、うち介護療
養型医療施設は４２２３億円（同６.８％減）。居宅サービ
スは３兆８８８０億円（同７.２％増）で、うち訪問看護が
１４５６億円（同６.５％増）、訪問リハビリテーションが
２５８億円（同１６.５％増）だった。地域密着型サービス
は７０６８億円（同１０.０％増）だった。
　受給者１人当たりの平均介護費（月額）は、施設
サービスが３３.０万円、居宅サービスが１０.８万円、地域
密着型サービスが２２.２万円だった。
（７/２０MEDIFAXより）

人口１０万人以下２次医療圏、患者流出超過９
割／ＤＢＪ調査
　日本政策投資銀行（ＤＢＪ）の医療・生活室が２０１０
年度の病院業界事情についてまとめた「医療経営デ
ータ集２０１１」によると、人口が１０万人以下の２次医
療圏では入院患者が圏外に流出した医療圏が多いな
ど、医療圏の人口規模によって患者の流入・流出に
一定の傾向があることが分かった。
　データ集では、患者調査や地域保健医療基礎統計
などの国の統計データを用いて、推計入院患者数が
流入・流出する割合を２次医療圏ごとに解析し、医
療圏人口との関係を調べた。結果を医療圏の人口別
に見ると、全国に２８圏域ある「１００万人以上の医療圏」
では、１３医療圏（４６.４％）で患者流入が超過する一
方で、１５医療圏（５３.６％）は流出超過となっており、
大都市圏では特定の傾向は認められなかった。
●人口３０万－１００万人の医療圏は流入超過
　ただ、地方中核都市に多い人口３０万－１００万人の医
療圏では、流入超過の医療圏が多かった。流入超過
となった医療圏の割合は、人口５０万－１００万人の医療
圏（４９圏域）で７５.５％、人口３０万－５０万人の医療圏
（５８圏域）では６０.３％だった。
　一方、人口３０万人までの医療圏では流出する医療
圏の割合が流入する医療圏の割合を上回った。人口
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２０万－３０万人（５０圏域）では流出超過となる医療圏
の割合は５４.０％、人口１０万－２０万人（７６圏域）では
８０.３％、人口１０万人以下（８７圏域）では９３.１％だっ
た。
●県庁所在地の医療圏、流入超過が８５％／中心都市
に患者集中

　また、全国に３４８ある２次医療圏のうち、都道府県
庁所在地がある４７の２次医療圏だけを見ると、流入
超過は８５.１％の４０医療圏となっており、中心都市に
患者集中していることがデータによって裏付けられ
た。一方、残りの３０１医療圏でも２９.９％の医療圏が流
入超過となっている。医療・生活室ではこうした３
割の医療圏では魅力ある医療体制・地域連携が進ん
でいると見て「ある種のロールモデルとして特徴を
掘り下げて検討したい」としている。
●在院日数は減少へ、利用率は向上
　データ集では、全国公私病院連盟・日本病院会の
データに基づいて病院経営の経時的な動向を分析し
た。毎年６月の１床１カ月当たりの収支差額を分析
した結果、公的病院と私的病院では０９年に黒字化し、
１０年にはそれぞれ６万７０００円・５万円まで黒字幅を
伸ばした。自治体病院についても赤字幅は縮減し、
１０年にマイナス１６万６０００円となった。
　一般病院について経営分析指標を見ると、１０年の
平均在院日数は平均で１６.６４日（０９年は１９.９９日）に減
少する一方、病床利用率は７５.８１％（同７２.４１％）に上
昇した。０９年までの３年間では、平均在院日数は微
増傾向が見られ、病床利用率については減少傾向が
続いていた。（８/２MEDIFAXより）

女性の平均寿命８６.３９年、５年ぶりに減少／
２０１０年簡易生命表
　厚生労働省は７月２７日、２０１０年簡易生命表の概況
を発表した。男性の平均寿命は７９.６４年で過去最高に
なった。一方、女性の平均寿命は８６.３９年で０９年（８６.４４
年）から０.０５年下回った。平均寿命の減少は０５年以
来５年ぶり。平均寿命の男女差は６.７５年で０９年より
０.１０年縮小した。
　女性の平均寿命が減少した理由を主な死因別に見
ると、「悪性新生物」「高血圧性疾患」「肺炎」「腎不
全」「老衰」「不慮の事故」「その他」の死亡率の変化
が平均寿命を減少させる方向に働いている。
（７/２８MEDIFAXより）

認知症入院、２０２６年に９.２万人／厚労省推計、
目標患者数も
　厚生労働省は７月２６日、「新たな地域精神保健医療
体制の構築に向けた検討チーム」で、精神病床の認
知症入院患者数が２０２６年には９万２０００人に達すると
の将来推計を出した。同年の入院患者数を８万７０００
人以下に抑える目標値も示し、検討チームは目標値
設定に向けた具体的な議論を始めた。目標値は１１年
秋の取りまとめに盛り込みたい考え。
　将来の入院患者数の目標値の設定は「今後の精神
保健医療福祉のあり方等に関する検討会」が０９年９
月に示した報告書で、１１年度までに具体化すること
を盛り込んでいた。これを受け厚労省は１９９６年から
０８年までの入院患者の増加率に合わせて認知症入院
患者数を試算。１４年は６.７万人、１７年は７.４万人、２０年
は８.０万人、２３年は８.６万人に増えていくと推計した。
　さらに、厚労省は目標値の試算も実施。退院の可
能性がない患者の割合が３割いるとし、現在は入院
６カ月目で５０％になる退院率が今後、退院支援など
を通じて早まることを仮定した上で、１カ月後、２
カ月後、３カ月後、４.５カ月後のそれぞれで退院率
５０％が実現した場合の目標値を算出。２３年には５.０万
－８.１万人、２６年は５.４万－８.７万人の入院患者数に抑
えるとの目標値を示した。
　今後は、目標達成の時期や退院率５０％の実現を１
－４.５カ月のいずれに設定するのかなどで議論を進
める。
　議論では、入院患者の将来推計を裏付ける根拠に
ついて、さらなる分析を求める意見が出た。
（７/２７MEDIFAXより）

 

　記事文末に（MEDIFAXより）と記載しているものは、 
契約に基づき株式会社じほう発行の「MEDIFAX」より転
載・一部改変を許諾されたものです。 
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　３月１１日に東日本を襲った大震
災は、大きな被害をもたらしただ
けでなく、福島原発を破壊し、今
なお続く困難をもたらしました。
あまりの被害に声もありません。
大震災や原発事故が政治や日本の
ゆくえに大きな影響を与えること
は必至ですので、本連載でも正面
からとりあげる必要がありますが、
今回は、震災復興と並行しておこ
なわれている統一地方選挙の目玉
となっている、橋下大阪府知事や
河村名古屋市長の地域政党の問題
を検討します。

 

　橋下府知事は「大阪維新の会」
を立ちあげ、府議選・大阪市議選
での多数獲得をねらっています。
また河村市長は「減税日本」を立
ちあげ、去る３月１３日の市議選で
は２８議席を獲得した勢いに乗って
県議選にも大量の候補を擁立し、
大村知事率いる「日本一愛知の会」
と合わせて、これも過半数をねら
っています。東日本大震災の大き
な衝撃のもと、「復興には地域政党
では到底対応できない」、「復興の
財政支出が緊急の際、減税でいい
のか」という声も広がっています
が、橋下氏らの地域政党がいっせ
い地方選の焦点になっていること
は否定できません。その政治的主
張の中味はバラバラですが、これ
らの動きに共通しているのは、“地
方自治体に権限を”という主張で
す。
　では一体、なぜ今、橋下氏らの
地域政党が注目を浴びるのでしょ
うか。その理由としては、保守支
配層の要請と国民意識の動向とい
う２つの理由が考えられます。

 

　第１、橋下氏らの政治が注目さ

れるのは、それが菅民主党政権が
構造改革復帰路線の目玉として実
現を追求している「地域主権改革」
のモデルとして期待されているか
らです。そもそも地域主権改革は、
自民党政権時代から構造改革の一
環として推進されてきた「地方分
権改革」が、名前だけを変えて受
け継がれたものです。地域主権改
革のくわしい検討は省略し、結論
だけを言うと、地域主権改革とは、
地方自治体に「自主的に」構造改
革を遂行させるため、地方に権限
や財源をゆだね、地方を構造改革
の単位にしようという改革です。
地方自治体に構造改革をおこなっ
てもらうためには、地方が福祉、
医療や教育について、「自由に」削
減したり縮小したりできなければ
なりません。
　全国のどこに住んでいても平等
に教育や医療を受けられるよう、
国は福祉や医療、教育についてナ
ショナルミニマムの保障の基準を
設定し、その財政的保障もおこな
ってきましたが、そんな国の規制
があっては、地方自治体が「自主
的に」福祉の削減などできません
から、改革はこうした国の関与を
外すことが中心になります。
　「国の義務づけ・枠づけ廃止」と
いう名のもとで、保育所の施設基
準などを地方自治体の条例で定め
られるようにすること、「国の出先
機関廃止」のもとで、ハローワー
クなどの国の機関を廃止し自治体
に移管すること、「基礎自治体への
権限移譲」の名のもとで、事務・
事業を市町村に丸投げすること、
「ひも付き補助金廃止」の名のもと
で、地方自治体の「一括交付金」
というかたちで資金を交付し、自
治体が「自由に」使えるようにす
ること、などの改革がその柱とな
ります。

[一橋大学名誉教授]
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くのも躊躇される。そういう中で、
自民でも民主でもない方向を指し
示しているかに見える、みんなの
党や橋下型地域政党に期待してみ
ようかというのが、橋下らが人気
を博す秘密です。
　こうした傾向には、積極・消極
２つの意味があります。第１は、
保守二大政党による政治にほころ
びが見えていることです。民主党
でも自民党でも、構造改革・日米
同盟強化では同じではないかとい
う失望と、そうでない道を求める
志向が現れていることです。第２
は、しかしそれがいまだ明確な方
向をもっていない点です。国民の
関心の浮動性が著しいのもそうし
た政治方向の不確かさからきてい
ます。今ほど、構造改革でも日米
同盟でもない、新しい福祉の政治
の方向が求められているときはあ
りません。

長独裁型政治をおこなっ
ていることです。「地域主
権」を呼号する首長が例
外なく「独裁型」である
のは、偶然ではありませ
ん。住民はおろか、自治
体の公務員や議会の言う
ことを聞いていたら、こ
んな改革はできないから
です。
　河村市長は、橋下とは
異なるタイプの政策をも
っており、大企業負担を軽減する
ために消費税の引き上げをねらう
民主党政権とも対立していますが、
地域主権を呼号し、首長独裁型の
政治を追求する点で、地域主権改
革型の首長であることは間違いあ
りません。むしろ、こうした様々
なタイプがいることで、地域主権
はあたかも民主主義と多様性を実
現しているかに見えることも、改
革の宣伝となっています。

 

　しかし、橋下・河村型政治が注
目を集めるもう１つの、民衆側か
らの理由があります。それは、政
権交代以後の１年半に及ぶ民主党
政権の政治を経験する中で、多く
の国民が、政治に展望を失い、閉
塞感を強めていることです。反構
造改革と政治の転換を期待した民
主党政権に不信を抱き、かといっ
て構造改革に固執する自民党にも
戻れない。かといって共産党に行

　こうすれば、財政の苦しい自治
体は、医療や保育、介護、教育な
どの支出を裁量で削減できますし、
また開発におカネを投入したい首
長は、福祉を削減して開発にふり
向けることができる。こうして「地
域主権」の名のもとで、自治体構
造改革を安定的に進められるとい
うのがねらいです。

 

　しかし、じつは地域主権改革が
成功するには、ある前提が必要で
す。国の規制が取り払われたとき、
その権限を使う首長が、かつての
美濃部・蜷川革新知事のような人
ではダメで、その権限をフルに構
造改革に使う首長でなければなり
ません。つまり、地域主権改革が
成功するには、橋下知事や河村市
長が不可欠なのです。橋下知事が
民主党政権の「地域主権戦略会議」
のメンバーとして、終始リーダー
シップを発揮してきたことは、そ
の関係を象徴しています。
　橋下府政は、地域主権改革のモ
デルと言えます。その政治は、保
守支配層が望む自治体構造改革推
進の３つの特徴を兼ね備えている
からです。第１に、橋下知事は、
就任以来大阪の「財政危機」を声
高に叫び、「その再建のためには容
赦ない削減が不可欠」として、福
祉や教育費の削減に大なたをふる
いました。第２に、橋下知事はそ
うして貯め込んだカネで、大阪「ベ
イエリア開発」をはじめ、大企業
本位の開発に投入したのです。橋
下知事が地域主権戦略会議でも盛
んに「いくらカネがついても自治
体の自由になるカネでなければな
らない」とくり返しているのは、
そのカネを開発に使いたいからで
す。第３に、橋下知事がこうした
乱暴な改革を推し進めるために首

クレスコ編集委員会・全日本教職員組合編集
月刊『クレスコ』５月号より転載（大月書店発行）

わたなべ・おさむ
１９４７年生まれ。専門は政治学、憲法、日本近代政治史。
著書に『新自由主義か新福祉国家か―民主党政権下の日
本の行方』（共著、旬報社）、『憲法９条と２５条・その力
と可能性』（かもがわ出版）、『構造改革政治の時代―小
泉政権論』（花伝社）、『憲法「改正」―軍事大国化・構
造改革から改憲へ』、『安倍政権論―新自由主義から新保
守主義へ』（旬報社）ほか多数。



２０１１年度（平成２３年度）第４回
Ⅰ．文書報告の確認
【総務部会】
１．前回理事会（６月21日）要録と決定事項の確認
２．週間行事予定表の確認
３．未入会開業会員訪問（６月30日）状況
４．第９回ＩＣＴ検討委員会（６月17日）状況
５．ジャズを楽しむ会（６月18日）状況
【経営部会】
１．第11回保団連共済部会（６月19日）状況
２．金融共済委員会（６月22日）状況
３．2011年度全国経営税務担当事務局会議（６月27
日）状況

４．保団連経税担当事務局小委員会（６月27日）状況
【医療安全対策部会】
１．医療機関側との懇談延期（６月21日）状況
２．医療機関側との懇談状況
３．医療事故案件調査委員会（６月24日）状況
４．医師賠償責任保険処理室会（６月27日）状況
【政策部会】
１．出版編集会議（６月23日）状況
２．近ブロ会議（６月18日）状況
【保険部会】
１．京都市生活保護医療個別指導立ち会い（６月15

日）状況
２．第１回医事担当者連絡会議（６月23日）状況
Ⅱ．確認・承認事項
【総務部会】
１．６月度会員増減状況確認の件
２．会員入退会及び異動に関する承認の件
３．10～11年度保団連第２回代議員会（６月26日）
状況確認の件

【政策部会】
１．保団連10～11年度第17回理事会（６月25日）状
況確認の件

２．『京都保険医新聞』（第2790号）・メディペーパー
京都/第144号（第2789号）合評の件

Ⅲ．開催・出席確認事項
【医療安全対策部会】
１．医療機関側との懇談の件
【保険部会】
１．事務局職員医療機関研修実施の件
２．第641回社会保険研究会へのご参加呼びかけの件

Ⅳ．医療政策関連情勢
１．税と社会保障の一体改革について概要報告の件
Ⅴ．診療報酬関連情報
１．中医協（第192回総会、第66回薬価専門部会、第47
回保険医療材料専門部会）（６月22日）概要報告の件

Ⅵ．要討議事項
【総務部会】
１．会計監査（６月22日）状況確認の件
２．財政検討会議（６月28日）状況確認の件
３．2010年決算報告の承認・2011年予算書（案）の
確認の件

　　≪以上、１１件の議事を承認した≫

２０１１年度（平成２３年度）第５回
Ⅰ．文書報告の確認
【総務部会】
１．前回理事会（７月５日）要録と決定事項の確認
２．週間行事予定表の確認
【医療安全対策部会】
１．医療機関側との懇談状況
２．第275回関西医事法研究会（７月２日）状況
【政策部会】
１．医療制度検討委員会（６月30日）状況
２．シンポジウム「ビキニ事件の真実と福島原発被

災のいま」（７月３日）状況
【保険部会】
１．全国版『公費負担医療等の手引』編集作業（７

月５日）状況
Ⅱ．確認・承認事項
【総務部会】
１．会員入退会及び異動に関する承認の件
２．総務部会（７月５日）状況確認の件
①第64回定期総会・講演会・懇親会確認事項の件
②地区医師会長との懇談会および理事者学習会確
認事項の件

③６月度会員増減状況、未入会会員訪問状況、新
規開業医のための基礎講習会確認事項の件

④保団連第２回組織部会確認事項の件
⑤文化ハイキング確認事項の件
⑥文化講座のテーマ確認事項の件
⑦地区医師会報確認事項の件

【経営部会】
１．経営部会（７月５日）状況確認の件
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①休補関係確認事項の件
②年金関係確認事項の件
③医賠関係確認事項の件
④針刺し事故見舞金制度確認事項の件
⑤中級コース医院・診療所での接遇マナー研修会
確認事項の件

⑥北部開催中級コース医院・診療所での接遇マナ
ー研修会確認事項の件

⑦退職金制度セミナー（病院向け）開催の件
⑧アミス事業関連確認事項の件
⑨その他情報提供の件
⑩スケジュール確認の件

【医療安全対策部会】
１．医療安全対策部会（７月５日）状況確認の件
①紛争状況報告の件
②高知協会の医療安全研修会確認事項の件
③部会学習会の開催の件
④協会出版物の各協会・医会へのＰＲの件
⑤医療安全シンポジウム確認事項の件
⑥スケジュール確認の件

【政策部会】
１．保団連10～11年度第18回理事会（７月２日）状
況確認の件

２．政策部会（７月５日）状況確認の件
①スケジュール確認の件
②理事者学習会テーマ案の件
③「震災復興」関係理事会特別討議の件
④地区懇談会確認事項の件
⑤保険医討論集会確認事項の件
⑥保団連近畿ブロック確認事項の件
⑦京都式地域包括ケアと介護保険見直しへの対応
の件

⑧調査確認事項の件
⑨環境対策関連確認事項の件

【保険部会】
１．「溝部訴訟」勝訴報告集会（７月２日）状況確認

の件
２．保険部会（７月１日・５日）状況確認の件
①2011年度の保険部会運営の件
②総会関連確認事項の件
③新点数・診療報酬改善対策確認事項の件
④医療ＩＴ化問題対策確認事項の件
⑤公費負担医療対策（生保、その他公費、福祉医
療）確認事項の件

⑥審査、指導、監査対策確認事項の件

⑦医療施設問題対策（病院・有床診療所対策）確
認事項の件

⑧研究会関係確認事項の件
⑨その他確認の件

Ⅲ．開催・出席確認事項
【総務部会】
１．新規開業会員訪問実施の件
【保険部会】
１．保団連『公費負担医療等の手引』責了作業への

参加の件
２．指導・監査・処分取消訴訟支援ネット事務局会

議への参加の件
Ⅳ．診療報酬関連情報
１．保険審査通信検討委員会（７月１日）状況確認

の件
Ⅴ．特別討議
１．総会関連議事：決議（案）の検討
２．被災地復興をめぐる局面と課題
　　≪以上、４７件の議事を承認した≫

２０１１年度（平成２３年度）第６回
Ⅰ．文書報告の確認
【総務部会】
１．前回理事会（７月12日）要録と決定事項の確認
２．週間行事予定表の確認
３．第41回保団連夏季セミナー（７月２・３日）状況
４．新規開業会員訪問（７月13日）状況
５．新規開業医のための基礎講習会（７月16日）状況
【経営部会】
１．保団連近畿ブロック共済担当役員交流会（７月

16日）状況
２．傷害疾病保険審査会（７月19日）状況
３．金融共済委員会（７月23日）状況
【医療安全対策部会】
１．医療機関側との懇談状況
２．法律相談室（７月21日）状況  
３．医療事故案件調査委員会（７月22日）状況
４．医師賠償責任保険処理室会（７月25日）状況
【政策部会】
１．2011年度第１回保団連地域医療対策部会（７月
10日）状況

２．環境対策委員会（７月15日）状況
３．京都社会保障推進協議会運営委員会（７月21日）
状況

【保険部会】
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１．事務局職員医療機関研修状況
Ⅱ．確認・承認事項
【総務部会】
１．会員入退会及び異動に関する承認の件
２．2011年度第２回正副理事長会議（７月14日）状
況確認の件

３．理事者・事務局学習会開催の件
【経営部会】
１．休業補償制度改定に関する承認の件
【医療安全対策部会】
１．高知県保険医協会の医療安全研修会講師派遣の

件
【政策部会】
１．シンポジウム「3.11後の日本で福祉国家を展望
する」（７月10日）状況確認の件

２．『京都保険医新聞』（第2791号）・メディペーパー
京都/第145号（第2792号）合評の件

Ⅲ．開催・出席確認事項
【総務部会】
１．８月～９月中旬の会合等諸行事及び出席者確認

の件
２．各部会開催の件 
３．保団連総務会議出席の件
【医療安全対策部会】
１．医療安全対策部会学習会の開催の件
【政策部会】
１．第９回東日本大震災対策本部、第17回総務会
議・医療運動本部会議合同会議出席の件

２．医療制度検討委員会開催の件
３．第17回保団連理事会出席の件
４．第31回平和のための京都の戦争展要員派遣の件
５．近畿ブロック学習会「被ばく者医療から視た福

島原発事故」への出席の件
Ⅳ．診療報酬関連情報
１．理学療法士・作業療法士・言語聴覚士との懇談

会（７月９日）状況確認の件
２．中医協（第193 回総会）（７月13 日開催）概要
報告の件

３．平成22年「社会医療診療行為別調査」の結果に
ついて

Ⅴ．医療政策関連情報
１．今週の医療情報
２．京都府地域医療再生計画案について概要報告
Ⅵ．特別討議
１．総会関連議事：決議（案）の検討〈継続〉
　　≪以上、１６件の議事を承認した≫
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9月の相談室
担当＝竹内建築士９月１４日（水）午後２時～医院・住宅

新（改）築
担当＝三井生命のＦＣ
　　　（ファイナンシャルコンサルタント）９月１５日（木）午後１時～ファイナンシャル
担当＝松尾弁護士９月１５日（木）午後２時～法 律
担当＝河原社会保険労務士９月１５日（木）午後２時～雇 用 管 理
担当＝山口税理士９月２８日（水）午後２時～経 営

開催日の３日前までに協会事務局へお申込み下さい。３０分間無料です。

９月のレセプト受取・締切
12日月労

災
10日土9日金基金

国保 ◎◎○

※○は受付日、◎は締切日。
　受付時間は午前９時～午後５時（基金は午後５時
３０分）です。
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※大変ご好評をいただいている研修会です。お申し込みは協会事務局まで。
また、申し込み後にキャンセルする場合もご連絡をお願いします。

日　時　9月1日（木） 午後２時～４時
場　所　京都府保険医協会・会議室

内　容　仕事の進め方・仕事の管理の基本・個人の目標と組織の目標との調和、患者さんと
のコミュニケーションの取り方についてなど、ゲーム形式を取り入れて体験しなが
ら楽しく学びます。

講　師　茂木 治子 氏（元日本航空客室乗務員）

定　員　６０人

協　賛　有限会社アミス

中級コース

医院・診療所での接遇マナー研修会

 加入申込期間  9 月 1 日（木）～10月25日（火）　 ２０１２年１月１日付加入です

 ２０１０年度実績 1.299％（２００９年度実績 １.２７２％）
  【予定利率1.258％（2011年９月１日現在）、 2010年度配当率  0.042％】

保険医年金9 月1 日より
秋普及開始 ! 

この機会に
ぜひご加入下さい ！

現在ご加入の年金を一部あるいは全部解約し、新たに加入申込みされる場合は
10月11日（火）までに解約書類を協会事務局までご提出下さい。保険医年金
に関するお問い合わせは、京都府保険医協会・経営部会まで。

ご注意下さい！

 ■月払（満７４歳以下の会員）　　　　　　　　 　　

　１口１万円　３０口限度（３０万円）

 ■一時払（満７９歳以下の会員で月払に加入している方）

　１口５０万円　毎回４０口（２,０００万円）

※手数料との関係で１.２５８％の利率が続くと仮定
して、新たにご加入される月払については４年
以上、一時払で２年以上の長期にわたって積立
されることをお勧めします。詳しくは、８月末
発送の年金パンフレットをご覧下さい。
◎普及担当の生保営業員がご説明に伺った際に
は、ご面談下さいますようお願いいたします。

 受託会社　 三井生命（幹事）・明治安田生命・富国生命・ソニー生命・日本生命・太陽生命・第一生命
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第642回

講　師　はやし神経内科　院長　林　理之 氏

日　時　9月3日（土） 午後２時～４時
場　所　京都府保険医協会・会議室

共　催　京都府保険医協会
　　　　ノバルティスファーマ株式会社

日常診療で認知症を診る
　アルツハイマーもレビーもこわくない　

※社会保険研究会の参加は無料、事前申込は不要です。
※審査委員会だよりと日医生涯教育講座の受講証を出席会員にお渡しします。

お申し込み・お問い合わせは協会事務局まで。

日　時　9月14日（水） 午後２時～４時30分
場　所　京都府保険医協会・会議室

内　容　『今こそ着手すべき！ 病院の退職金制度改革』～成功した改革の実例と傾向～
講　師　株式会社ウエイグッド　代表取締役　堀内　潤 氏

定　員　５０人　　　参加費　無料

主　催　京都府保険医協会　　共　催　有限会社アミス　株式会社損害保険ジャパン

『医療職員のニーズに合った退職金制度の再構築 
～老後資金の蓄え方と運用、準備～ 』

＜講師のコメント＞
 ８０歳以上の高齢者の４人に１人は認知症であるといわれています。これから加速的
に進む高齢化社会では、認知症の問題をぬきに日常診療を行うことは考えられませ
ん。わたしの講演では認知症に関する知識をわかりやすく解説し、日常診療で認知症
患者さんに安心して対応できるようになることを目指しています。

　退職給付会計導入から１０年、今後、増加傾向にある退職給付債務対策に関して、現在、退職金
制度の再構築に本腰を入れる病院が急増しています。 
　今回は、退職金制度のコンサルティングを専門とされている ㈱ウエイグッド 堀内 潤氏をお招
きし、過去の導入事例に基づき、退職金制度改革についてわかりやすく解説していただきます。

病院経営対策セミナ病院経営対策セミナーー

社会保険研究会
ごごごごごごごごごごごごごご
注注注注注注注注注注注注注注
意意意意意意意意意意意意意意
下下下下下下下下下下下下下下
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いいいいいいいいいいいいいい

ご
注
意
下
さ
い
。。。。。。。。。。。。。。。

当当当当当当当当当当当当当当
初初初初初初初初初初初初初初
のののののののののののののの
ごごごごごごごごごごごごごご
案案案案案案案案案案案案案案
内内内内内内内内内内内内内内
よよよよよよよよよよよよよよ
りりりりりりりりりりりりりり
時時時時時時時時時時時時時時
間間間間間間間間間間間間間間
がががががががががががががが
早早早早早早早早早早早早早早
まままままままままままままま
っっっっっっっっっっっっっっ
てててててててててててててて
いいいいいいいいいいいいいい
まままままままままままままま
すすすすすすすすすすすすすす

当
初
の
ご
案
内
よ
り
時
間
が
早
ま
っ
て
い
ま
す
。。。。。。。。。。。。。。。



京都保険医新聞２０１1年（平成23年）８月２5日　毎月５日・ 20日・ 25日発行 （昭和２６年３月５日第３種郵便物認可）　第２７９５号

３３

協

会

だ

よ

り

第１４６号



京都保険医新聞２０１1年（平成23年）８月２5日　毎月５日・ 20日・ 25日発行 （昭和２６年３月５日第３種郵便物認可）　第２７９５号

３４ 第１４６号

� � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � �

��������	
������������	�����

��� !�"#	$%&'()��*+,-�

�

����./!�01�23456.7,%89:;<=��!

>1?@-<A+3<A!;B81���!>1?@-CD	

3EFGHI?@-�

�

��JK LMNO.LPF=LPQR3 ST U=@-�

VWXY.Z[\�3]^.>_`a	\�.bc.d	ef1ghij.k#	3efl�1?�m-�

 



<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /None
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Gray Gamma 2.2)
  /CalRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CalCMYKProfile (U.S. Web Coated \050SWOP\051 v2)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /OK
  /CompatibilityLevel 1.4
  /CompressObjects /Tags
  /CompressPages true
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages false
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /DetectCurves 0.1000
  /ColorConversionStrategy /LeaveColorUnchanged
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedOpenType false
  /ParseICCProfilesInComments true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize true
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo false
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveDICMYKValues true
  /PreserveEPSInfo false
  /PreserveFlatness true
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments false
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Apply
  /UCRandBGInfo /Remove
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile ()
  /AlwaysEmbed [ true
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /CropColorImages true
  /ColorImageMinResolution 100
  /ColorImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleColorImages true
  /ColorImageDownsampleType /Bicubic
  /ColorImageResolution 100
  /ColorImageDepth -1
  /ColorImageMinDownsampleDepth 1
  /ColorImageDownsampleThreshold 5.25000
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterColorImages true
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.40
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 1.30
    /HSamples [2 1 1 2] /VSamples [2 1 1 2]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 10
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 10
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /CropGrayImages true
  /GrayImageMinResolution 150
  /GrayImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleGrayImages true
  /GrayImageDownsampleType /Bicubic
  /GrayImageResolution 150
  /GrayImageDepth -1
  /GrayImageMinDownsampleDepth 2
  /GrayImageDownsampleThreshold 3.50000
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterGrayImages true
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.40
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.40
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 10
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 10
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /CropMonoImages true
  /MonoImageMinResolution 300
  /MonoImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleMonoImages true
  /MonoImageDownsampleType /Bicubic
  /MonoImageResolution 300
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 6.00000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /CCITTFaxEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects true
  /CheckCompliance [
    /None
  ]
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly false
  /PDFXNoTrimBoxError true
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile (None)
  /PDFXOutputConditionIdentifier ()
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName ()
  /PDFXTrapped /False

  /CreateJDFFile false
  /Description <<
    /CHS <FEFF4f7f75288fd94e9b8bbe5b9a521b5efa7684002000410064006f006200650020005000440046002065876863900275284e8e5c4f5e55663e793a3001901a8fc775355b5090ae4ef653d190014ee553ca901a8fc756e072797f5153d15e03300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c676562535f00521b5efa768400200050004400460020658768633002>
    /CHT <FEFF4f7f752890194e9b8a2d7f6e5efa7acb7684002000410064006f006200650020005000440046002065874ef69069752865bc87a25e55986f793a3001901a904e96fb5b5090f54ef650b390014ee553ca57287db2969b7db28def4e0a767c5e03300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c4f86958b555f5df25efa7acb76840020005000440046002065874ef63002>
    /DAN <>
    /DEU <>
    /ESP <>
    /FRA <>
    /ITA <>
    /KOR <FEFFc7740020c124c815c7440020c0acc6a9d558c5ec0020d654ba740020d45cc2dc002c0020c804c7900020ba54c77c002c0020c778d130b137c5d00020ac00c7a50020c801d569d55c002000410064006f0062006500200050004400460020bb38c11cb97c0020c791c131d569b2c8b2e4002e0020c774b807ac8c0020c791c131b41c00200050004400460020bb38c11cb2940020004100630072006f0062006100740020bc0f002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e00300020c774c0c1c5d0c11c0020c5f40020c2180020c788c2b5b2c8b2e4002e>
    /NLD (Gebruik deze instellingen om Adobe PDF-documenten te maken die zijn geoptimaliseerd voor weergave op een beeldscherm, e-mail en internet. De gemaakte PDF-documenten kunnen worden geopend met Acrobat en Adobe Reader 5.0 en hoger.)
    /NOR <>
    /PTB <>
    /SUO <>
    /SVE <>
    /ENU (Use these settings to create Adobe PDF documents best suited for on-screen display, e-mail, and the Internet.  Created PDF documents can be opened with Acrobat and Adobe Reader 5.0 and later.)
    /JPN <>
  >>
  /Namespace [
    (Adobe)
    (Common)
    (1.0)
  ]
  /OtherNamespaces [
    <<
      /AsReaderSpreads false
      /CropImagesToFrames true
      /ErrorControl /WarnAndContinue
      /FlattenerIgnoreSpreadOverrides false
      /IncludeGuidesGrids false
      /IncludeNonPrinting false
      /IncludeSlug false
      /Namespace [
        (Adobe)
        (InDesign)
        (4.0)
      ]
      /OmitPlacedBitmaps false
      /OmitPlacedEPS false
      /OmitPlacedPDF false
      /SimulateOverprint /Legacy
    >>
    <<
      /AddBleedMarks false
      /AddColorBars false
      /AddCropMarks false
      /AddPageInfo false
      /AddRegMarks false
      /ConvertColors /ConvertToRGB
      /DestinationProfileName (sRGB IEC61966-2.1)
      /DestinationProfileSelector /UseName
      /Downsample16BitImages true
      /FlattenerPreset <<
        /PresetSelector /MediumResolution
      >>
      /FormElements false
      /GenerateStructure false
      /IncludeBookmarks false
      /IncludeHyperlinks false
      /IncludeInteractive false
      /IncludeLayers false
      /IncludeProfiles true
      /MultimediaHandling /UseObjectSettings
      /Namespace [
        (Adobe)
        (CreativeSuite)
        (2.0)
      ]
      /PDFXOutputIntentProfileSelector /NA
      /PreserveEditing false
      /UntaggedCMYKHandling /UseDocumentProfile
      /UntaggedRGBHandling /UseDocumentProfile
      /UseDocumentBleed false
    >>
  ]
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [96 96]
  /PageSize [595.276 841.890]
>> setpagedevice


